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はじめに 

 

「２０３０年近未来の多摩市の都市像」について、多摩市は一橋大学と協働研究を行いま

した。その成果の一つが「『駅近』から『家近』へ」のキャッチコピーで表される、これま

での「駅」を中心とした郊外都市が「家近型」のまったく新しい職住一体型の生活圏として

発展していくシナリオになります。 

現在、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）、働き方改革などで、市民の暮らしが

変わり、市民サービスのニーズや市民サービスの概念そのものが大きく変わろうとする今、

従来の発想にとらわれることなく、将来のあるべき市民サービスの姿、それを実現するため

の将来の市役所全体の姿を考えることが極めて重要です。 

本庁舎は、現在も将来も市役所全体の中心となる施設ですが、現在は老朽化、狭隘化、耐

震性の不足などの課題を抱えています。そのため 2029（令和 11）年度までに建替えること

を目指す第一歩として、「多摩市役所本庁舎建替基本構想」策定の検討を行い、本庁舎の建

替えの必要性を始め、将来の市民サービスと市役所全体の姿などを踏まえた基本理念や基本

方針、規模や位置などの基本的な考え方をまとめました。 

検討にあたっては、学識経験者で構成する有識者懇談会からは将来の市民サービスのあり

方をはじめとして本庁舎の建替えに関連する様々な意見を伺いました。また、市民の皆さん

にはアンケートやパブリックコメントで意見を伺い、フォーラムで一緒に考えていただきま

した。これらの取り組みを通じて様々な手続きを場所や時間の制約にとらわれず身近なとこ

ろで受けたいというニーズの高まりがある一方で、オンラインサービスの利用に不慣れな

方々がいることや対面でのサービスが必要な場面もあると受け止めています。このようなニ

ーズや不安などに対応でき、誰もが確実にアクセスできる仕組みを市役所全体で構築し、そ

の中心に新しい本庁舎があるとの理念を掲げ、進めてまいります。 

新しい本庁舎は、市民アンケート、市民フォーラム、有識者懇談会、さらに基本構想（素

案）に対するパブリックコメントに寄せられた意見や知見を参考に、災害時の対策と将来へ

の財政負担軽減を最優先に考慮して、現在地で建替えることとしました。また、「気候非常

事態宣言」、「障がい者差別解消条例」を掲げる多摩市として、環境にも障がいを持つ皆さん

にも優しい、CO2 を排出しない、バリアフリーな建築物としていきます。 

今後、基本計画の策定や設計を行う中で、市民の皆さんのご意見を伺いながら具体化して

いきますので、引き続きのご支援、ご協力をお願いいたします。 

 

２０２３年（令和５年）２月 

 

                          多摩市長 阿部 裕行 
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多摩市役所本庁舎（以下、本庁舎とする）は市のほぼ中心に立地しており、京王線聖蹟桜ヶ丘駅、

京王・小田急永山駅、多摩センター駅からそれぞれバスで５分から 10 分程度の距離となっています。

1986（昭和 61）年に聖蹟桜ヶ丘駅出張所、1990（平成２）年に多摩センター駅出張所を開設しまし

た。 
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ø ǡ  

本庁舎は７棟の庁舎から構成され、総敷地面積は 19,883.02 ㎡（東側広場等を含む）、総延床面積

は 13,156.96 ㎡となっています。Ａ棟が鉄筋鉄骨コンクリート造、Ｂ棟が鉄筋コンクリート造、東庁

舎が鉄骨造、一部鉄筋コンクリート造で、それ以外の建物は軽量鉄骨造となっています。建築年数が

一番経過している建物は 1969（昭和 44）年 8 月に建築された本庁舎Ｂ棟で、2022（令和 4）年 4 月

1 日現在、築 52 年が経過しています。その後本庁舎 A 棟を増築し、本庁舎 B 棟と一体化した経緯が

あります。 

また、本庁舎では、2022（令和 4）年 4 月 1 日現在、800 人の職員が勤務しています。駐車場の台

数は 168 台で、内訳は市民用 102 台、公用車用 66 台となっています。 
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※本庁舎の敷地（13,085.08 ㎡）のほか東側広場等の敷地（6,797.94 ㎡）あり。 
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ø ǡ  

本庁舎の敷地は、やや起伏のある地形となっており、東側に駐車場や広場等があります。敷地の大

半は、第二種住居地域にあり、東南の第二庁舎、東庁舎の敷地は第二種中高層住居専用地域にありま

す。土地は、順次買い増しなどを行って現在の状況になっています。 
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本庁舎のフロア構成は次のとおりです。市民の利用頻度の高い窓口は主に本庁舎の１階と２階に

設置されています。 
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.  ᵧᶍᵲᶫᶝᶆᶍ  

1995（平成７）年の耐震診断において、本庁舎 B 棟の耐震安全性に疑問があるとの結果が出たの

を受け※、これまでに市民や学識経験者の意見を得ながら、本庁舎建替えの検討を行ってきました。

2016（平成 28）年 11 月には「多摩市役所庁舎のあり方検討委員会」から現在の本庁舎の課題、建

替えに当たっての基本的な考え方などについて報告がありました。また、同年同月に本市の計画で

ある「多摩市公共施設の見直し方針と行動プログラム」を改定し、2029（令和 11）年度までに本庁

舎を建て替えることとしました。 

2021（令和３）年 8 月には庁内の組織である「多摩市役所本庁舎建替基本構想策定委員会」と、

学識経験者で構成する「多摩市役所本庁舎建替基本構想策定有識者懇談会」を設置し、「多摩市役所

本庁舎建替基本構想」の策定に向けた検討を本格化しました。

「多摩市役所庁舎建替についての市民アンケート」や基本構

想案策定までの２度にわたる計４回の「多摩市本庁舎建替え

についての市民フォーラム」の実施、基本構想（素案）のパブ

リックコメントやたま広報、市公式ＨＰを始め、全戸に本庁舎

建替えに関する情報誌の配布、市長 YouTube などの情報発信

を行い、市民の皆様へのお知らせとご意見の把握に努めながら検討を進め、基本構想を取りまとめ

ました。 
 

※2008（平成 20）年に耐震補強工事を実施済みだが、Is 値 0.9 以上（災害応急対策活動に必要な建築物のうち、特に重

要な建築物が満たすべき基準）は満たしていない。 
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.  ᶍ∞ ᵰ 

「多摩市役所本庁舎建替基本構想」とは、現在の本庁舎の状況や建替えの必要性を明らかにし、新

しい本庁舎の基本理念や基本方針など、本庁舎建替えの拠り所となる基本的な考え方を示すもので

す。 

基本構想策定後は、2030（令和 12）年度の供用開始を目標に、下記の段階を経て検討を進めてい

きます。 
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 ᶍ ᶇ ᵧᶍ  

.  ᶍ  

à ǛǊǙǡ á 

¹ Ŧ Ǜ ǡ  

本庁舎のＡ棟及びＢ棟は、国土交通省が定める「災害応急対策活動に必要な建築物で特に重要な

建物」として必要な Is 値（構造耐震指標）0.9 以上を満たしていません（Is 値はＡ棟が 0.75、Ｂ棟

が 0.6）。また、国土交通省が定める「業務継続のための官庁施設の機能確保に関する指針」の「基

幹設備機能の現状把握」の電力において「連続 72 時間以上運転可能な燃料」を備蓄できる設備があ

りません。 

本庁舎のＡ棟及びＢ棟は、耐震改修済みのため、大規模地震が発生しても倒壊は想定されません

が、執務への影響は出る可能性がある状態です。発災時には本庁舎は災害対策の重要な拠点となる

ことから、近い将来の発生が懸念される大規模地震に備え、早急な対策が必要となっています。 

 

¹ ŧ ¤ ǡ  טּ

2029（令和 11）年度には本庁舎 B 棟が築 60 年となり、鉄筋コンクリー

ト造建築物の一般的な耐用年数を超えることとなるなど、施設・設備の老朽

化が進んでいます。本庁舎 A 棟及び B 棟では、電気設備、給排水衛生設備、

空調設備等の改修は実施済みであるものの、今後はその他の設備の更新費用

の発生が見込まれます。また、それ以外の庁舎建物も今後順次、大規模改修

期を迎えることとなりますが、設備の故障等への対応など維持管理費の増大が懸念されます。 

施設・設備の老朽化が進む中で、本庁舎としての機能を経済性にも留意しながら維持していくた

めの対応が求められます。 

 

 

à ȞºȼȢ ǡ á 

¹ Ũ ǝ  

通路や待合が狭く、車椅子利用者などが通りにくくなっています。相談ス

ペース等も十分確保されておらず、窓口でのプライバシー保護が必要となっ

ています。また、職員の執務スペースも狭く、書類の保管スペースや会議室

が不足しています。 

これらの庁舎空間の狭隘さに係る課題は、本庁舎の建替え以外に根本的な

解決は困難です。また、バリアフリーの導入等は、市民ニーズの多様化する以前に設計された本庁舎

は改修等での対応に限界があります。  

ᵶᵾטּ ║ᶍ  

ᶉ ᶍ  
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¹ ũ ǡȰȡȨɔּטǡ ǝǜǫǡ ꞌ 

デジタル化に合わせて制度や組織のあり方を変革していく DX（デジタルトランスフォーメーシ

ョン）に、古い設計思想で建築された現本庁舎が対応することが困難な状況となっています。また、

働き方の変化等に対応してレイアウト等を柔軟に変更することにも限界があります。 

行政のデジタル化の進展など本庁舎を取り巻く状況は、今後更に大きく変わることが予想されま

す。市民や職員のニーズや利用形態の変化に対応した本庁舎としていくためには、建替えによる対

応が必要です。 

 

 

à ǒǝ á 

¹ Ū ּד טּ ǫǡ ꞌ 

地球温暖化対策として二酸化炭素の排出を抑制するためには、再生エネルギーを活用していくと

ともに、できるだけエネルギーの消費量を減らすことが重要になりますが、現在の本庁舎は建物の

構造が古いため、日射遮蔽や断熱などの外皮性能が低く、エネルギー消費量を抑制する機能が不十

分な状況となっています。 

多摩市では 2020（令和２）年６月に多摩市気候非常事態宣言を行い、「2050 年までに二酸化炭素

排出実質ゼロ」の実現を目指しています。多摩市の公共施設の中でも有数の規模である本庁舎につ

いて、省エネルギー及び創エネルギーを図り、二酸化炭素の排出を抑制するためには、建替えによる

対応が適切です。 

 

 

.  ᵧᶍ  

以上の５つの課題に適切に対応し、本庁舎としての機能を維持しながら、よりよい市民サービス

を提供するとともに、新たな社会の要請にも応えていくためには、本庁舎の建替えが不可欠です。 
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 ᶱ ᵧᵾ ᶇ ᵪᶨᶍ ᶍ ᶍ  

.  ᶱ ᵧᵾ  

本庁舎は、建替え後も数十年に渡り使用され機能を発揮し続ける建物です。そのため本庁舎の建

替えにあたっては、多摩市の数十年先を見据えて本庁舎のあるべき方向性を定めることが重要とな

りますが、社会がめまぐるしく変化している今日において、多摩市の将来を見通すことは難しい状

況となっています。そのようなことから本市では、多摩市役所本庁舎建替基本構想策定有識者懇談

会を設置し、各分野の有識者から将来の社会展望や時代認識についてご意見を伺い、本基本構想の

検討を進めてきました。 

多摩市の将来の市民サービスや本庁舎のあり方を考える上での時代認識として、多摩市の将来展

望、市民のニーズや利用実態、多摩市の特性とまちづくりの方向性を整理すると次のようになりま

す。 

 

à ǡ á 

ø ǡ  טּ

多摩市の人口は今後減少を続け、2030（令和 12）年には約 14 万 3 千人、2060（令和 42）年には

約 11 万 9 千人になるものと見込まれます※。また高齢化はさらに進行し、2045（令和 27）年頃には

全人口の約 4 割を高齢者が占めることになると予想されています※。人口の変化により、市民サービ

スへのニーズや利用形態も変化する可能性があります。 
※「第２期多摩市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2021（令和 3）年 3 月策定）における将来展望人口（目指すべき

将来人口）。 

Ǜ טּ ǡ ┌ 

出所）実績値は国勢調査各年度。推計値は、「第２期多摩市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2021（令和 3）年 3 月策

定）における、将来展望人口（目指すべき将来人口）。  

ם  ὓ  
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ø ǀ ǷɒȍȾȢȨȍɔǡ  טּ

コロナ禍によるテレワークの普及により、市民の働き方は大きく変化しており、これを契機に働

き方や暮らし方の多様化がさらに進むものと予想されます。それに伴い、市民サービスへのニーズ

も変化し、オンラインによる時間や場所の制約を受けないサービスなど、働き方やライフスタイル

の多様化に対応した市民サービスが一層求められるようになると考えられます。 

また、職員の働き方も多様化していくと予想されます。今後は、職員の多様な働き方に対応でき、

多様な人材を生かすことのできる仕事の仕組みや執務環境の整備が重要となります。 

 

øȰȡȨɔּט¤Źƍǡ  

進化するデジタル技術を活用することで、市民の利便性の向上とともに業務効率化を図ることが

期待されます。国は「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（令和 2 年 12 月 25 日閣議決

定）に基づき、「自治体 DX 推進計画」を策定（2020（令和 2）年 12 月）、デジタル庁発足（2021（令

和 3）年 9 月）、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」策定（令和 3 年 12 月 24 日閣議決定）な

どデジタル社会の実現に取り組んでおり、自治体 DX は加速するものと予想されます。多摩市にお

いても、少ない職員でサービスを維持・向上するために、デジタル技術の活用と DX 推進が求めら

れます。 

 

  

 

ᵬ ᵫ ᶮᶪ¨ 

ᶉ ᵬ ᴴּל ᶊ ᶩ ᵥ ᶊ G

ùḥḁḐ᷈ḵḒᶍ ᵬ ᶆᶎᴲᴂḏḀḇḳּטᶍ ă ᵇḎᴂ

Ḵḷᴻ᷄ᶍ ᵇᵆ ᷂ḫḲ ᶍʊ ă ᵇSᴂDGs ᵇḖᴂḻ

ḟḵḝᶸḋḐḃ᷄ḇᴻ֩ ☺ ᶇ֪ḟḵḝᶸḋḐḃ᷄ḇ

ᴻ֩☺ ᶍ֪ ᵫb᷂ᴻḷᴻḑᶊ  G

ă ᶎICT ֩ ᶊ֪ ᵴᶫᶪᶉᶈ  G

ă ᶱ ᶀᶉᵫᶨ ᶍ᷂ḫḲᶷᶱ ᵮ ᷂ḫḲᶷ

ᶉᶈ  G

ùᵼᶍᶧᵥᶉ ᵬ ᶍ ᶱ ᵧᵾᶇᵬᶊ ᶍᵡᶩ

ᶇᵶᶅḥᶹḻḐᶇᶉᶪᶍᶎᴲ 

ӡᵆ ᶇ ᵇ≥ɵ ᵶᴲ ᶇ ᶆᵬᶪḞḱḻḉ

֩ ᶣ ᵫ֪ ᵸᶪᶧᵥᴲ ᶱᶃᶉᵯטּ Ḵḡḳᶍᶿḻ

ḱᶹḻּטᶱ ᶪᵲᶇ G

Ӣ ᶉ ᶣ ᴲḎḴḷᴻ᷄ᶉᶈ ᵶᵣ ᵬ

ᶊ ᶮᵺᶅḴᶹᶷᶻḐᵫ ᶆᵬᶪᶧᵥᶉ ᶍ

ᶱ ᵸᶪᵲᶇ  G

ӣ ᶉ ᵬ ֩ ᴲḝḲᴻḱḻḁă ḤƎḱḻḎᶸ

ᶷᶉᶈ֪ᶣ ᶉּל ᶊ ᶩ ᵥ ᶇᵸᶪᵲᶇᴳ 

ă ᶣ ᶊ ᵺᵹᴲ ᶨᶍ ᶱ ᵪᵶᶅᴲ ᶆ

ᶱᵶᶅ ᶱᵸᶪ ᵬ  G

DX ᶇ ᵬ ᶍ ᶆטּ  Ǝ

ᶍᵡᶩ  ɟ

ᵬᵮ ᶮ  ᶅ

 ùDX ᶊᶧᶩᴲ ╢ᵫ ᶮᶉᵮᶅᶧ

ᵮᶉᶪ ᶣḎḴḷᴻ᷄ᶆ ꞌᶆ

ᵬᶪ ᵫ ᵷᴲᵼᶫᶊ ᵣ

ᶍ╗ ᶍḁḢᴻḁᶎ ᶇᶉ

ᶪᴳᶝᵾ ╢ᶎᴲ ᶣ ḁ

Ḣᴻḁᴲᵡᶪᵣᶎ ᶆ

ᵫᶆᵬᶪᶧᵥᶊᶉᶪ  G

ù ᷊ᴻḛḁᶍᵡᶩ ᴴ ᶇ

╢ᶍ ᵬ ᶎ ᵶᶅᵣᶪᶍᶆᴲ

ᵼᶫᶨᶱ ᶆ ᵶᶅᵣᵪᶉᵰ

ᶫᶏᶉᶨᶉᵣ  G
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ø Ǟ Ǆǒ ǡ  

地球規模で気候変動問題が深刻化する中で、SDGs やパリ協定などの世界的な潮流を受け、脱炭素

社会の実現に向けた取組が始まっています。わが国も、2050（令和 32）年までに、温室効果ガスの

排出を全体としてゼロにすること（カーボンニュートラル）を目指すことを宣言し、脱炭素社会に向

けて経済社会の再設計や、地域やライフスタイルの変革を進めようとしています。多摩市において

も、気候が危機的な状況にあることを全市民と共有し、地球温暖化対策に積極的に取り組むことを

目的として、2020（令和 2）年 6 月 25 日に多摩市気候非常事態宣言を表明しており、今後、脱炭素

社会の実現に向けた取組の推進が求められます。 

 

ø ǡ Ƿ ↨ǡ Ǳǽ 

首都直下地震や多摩東部直下地震などの大規模地震が、近い将来に発生する危険性が切迫してい

ます。また近年では、豪雨災害なども激甚化・頻発化しており、大規模災害への早急な対策が求めら

れます。 
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à ǡ Ƿȴºȣá 

「多摩市役所本庁舎建替についての市民アンケート」※１や市民フォーラム※２等の結果から、市民

サービスの利用実態やニーズに、以下のような傾向が見られることがわかります。 
※１ 2022（令和 4）年 2 月実施。対象は、市内在住の 18 歳以上の市民 1,200 人（住民基本台帳より無作為抽出）。詳し

くは、P55～60 参照。 

※２ 2022（令和 4）年７月・８月実施。詳しくは、P61～65 参照。 

¹ Ǜ ǫǡ ƿ ǝƷ ƿ Ʒ 

市民アンケートによると、本庁舎、出張所ともに、1 年間で１回も来庁していない方が 4 割以上と

なっています。来庁した方の来庁回数を見ると、本庁舎では「１回」が 22.6％で最も多く、次いで

「２回」が 13.9％、「３～５回」が 12.4％となっています。出張所についても、「１回」が 25.0％で

最も多く、次いで「２回」が 15.1％、「３～５回」が 11.7％となっており、本庁舎、出張所ともに、

来庁回数は年に１～２回程度の方が半数程度となっています。 

ǆǡŦ ǚ ȅ ǿǒ       ǆǡŦ ǚ ȅ ǿǒ  

 

 

 

 

 

¹ Ƿ    ╠  ɇȍȳɜȹºǝǜǡ ǀǚ ǌǾ ƿ Ʒ 

本庁舎を訪れた用件の内容をみると「手続き」を目的とする来庁が多く、「住民登録や戸籍、住民

票、印鑑登録、マイナンバーに関すること」の手続きが 357 件、「国民健康保険・後期高齢者医療・

国民年金に関すること」の手続きが 144 件、「税金に関すること」が 115 件、「福祉（介護保険・高

齢福祉・障害福祉・生活相談）に関すること」が 76 件、「子育て（保育園・幼稚園、児童館・学童ク

ラブ、各種手当て・医療費助成等）に関すること」が 68 件で、これら上位 5 項目の手続きが、手続

き全体の 91.7％を占めています。 

 

 

 

 

 

  

ȅ ǿǒ  
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¹ ǝǜǡ ǝ ǚ ǀ¤ ȅǌǾǆǛȅ ǳ ƿ Ʒ 

市民アンケートによると、将来、出張所など身近な公共施設で手続きをしたい人は 73.1％、相談

をしたい人は 62.6％となっており、本庁舎で手続きや相談をしたい人と比べ、身近な場所で手続き・

相談を望む人が多くなっています。若い世代では、コンビニエンスストアーでの手続きを望む人の

割合が高い傾向が見られます。 

 

¹ȓɜɒȍɜȞºȼȢǞ ǌǾ ƿ Ʒ 

市民アンケートによると、将来、オンライン（アプリ、電子メール、Web 会議システムなど）で

手続きをしたい人は 50.4％、相談をしたい人は 44.1％となっており、オンラインサービスに対する

期待が高いことがわかります。日常生活にインターネットが浸透している若い世代では特にこの傾

向が強く見られることから、オンラインサービスへのニーズは今後さらに高まるものと予想されま

す。 

一方で、高齢世代ではオンラインサービスへの期待は低く、市民フォーラムでも「デジタル化は必

要だと思うが、高齢者はついていけないのではないか」といった懸念の声も聞かれました。 

  

ǡ ǞƽǄǾ ǀ Ǟ ǌǾǆǛ 

10-40 歳代で

はコンビニエ

ンスストアー

での手続きへ

の期待が高い 

10-40 歳代ではオン

ライン手続きへの期

待が高い 
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à ǡ ǛǱǔǘǂǽǡ á 

ø ǡ Ƿ ╢ ȅ ƻǒ  סּ ǝ ◖☺ǡ  

生産年齢人口の減少と老年人口の増加により、今後の財政運営はいっそう厳しくなることが予想

されます。職員数の増加も見込めない中で、限りある資源で市民サービスを維持するための、持続可

能な行財政運営の構築が求められます。本庁舎建替えにあたっては、財政負担を軽減化する視点を

持つとともに、建物を建てるだけでなく、その中で展開される「仕事の仕組みやルール」と「職員意

識」の転換を図っていくことが重要となります。 

 

ø ɟ   ȤɜȨº ♂ ǡ♯ ǡ ȅטּ Ǳƻǒ ǘǂǽ 

多摩市は聖蹟桜ヶ丘、多摩センター、永山などの駅周辺を各拠点地区として街を整備してきた経

緯があり、そういった多摩市の街の成り立ちを踏まえた最適な市民サービスの提供スタイルを構築

することが重要となります。 

 

¹ȴɎºȨȏɜ ╓  ╓ǡ ƵǾ ȅ Ǌǒ ǘǂǽ 

旧８ケ村と二つの飛び地が合併して誕生した多摩村を母体とする多摩市は、昭和 40 年代から始ま

った多摩ニュータウンの開発以降、既存区域とニュータウン区域のそれぞれの地域特性を活かした

均衡ある発展を目指し、街づくりを進めてきています。本庁舎建替えにあたっても、街づくりの経緯

と方向性に留意することが必要です。 

ǡ ǞƽǄǾ Ǟ ǌǾǆǛ 

10-40 歳代ではオン

ライン相談への期待

が高い 

“手続き”と比べると

“相談”のほうが電話

への期待が高い 
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¹ ƿ ǊǙ ǽ ǳ ╓ ȚȋȠȢȯɉǡ  

多摩市では急速に高齢化が進んでおり今後もしばらくはその傾向が続くと予想されます。高齢に

なっても障害があっても住み続けられるまちづくりを実現するために、多摩市版地域包括ケアシス

テムが推進されており、今後の本庁舎のあり方や市民サービスの展開も、そういった取組と歩調を

合わせ連携していくことが重要となります。 

 

¹  

多摩市と多摩市議会は、気候が危機的な状況にあることを全市民と共有し、地球温暖化対策に積

極的に取り組むことを目的として、2020（令和 2）年 6 月 25 日に、都内で初めて、多摩市気候非常

事態宣言を表明しました。これに基づき多摩市では、2050（令和 32）年までに二酸化炭素排出実質

ゼロを目指し、各種取組を推進していくこととなります。本庁舎建替えは、それらを先導し、二酸化

炭素排出実質ゼロの実現に大きく貢献できるものとなるよう、環境に最大限に配慮した検討を行う

必要があります。 

 

¹ƈŹżƨ Ǟ Ǆǒ ǡ  

多摩市では、国連が定めた「持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals：SDGs)」の理

念および 17 の目標に共感し、子ども・若者たちが未来に希望を持ち続けることができる持続可能な

まちづくりを実現していくため、総合計画に基づき、各分野別の施策を統合的に推進していくこと

で、SDGs の達成を目指していくこととしています。本庁舎の建替えにあたっても、構想・計画段階、

設計段階、建設段階、運用段階の各段階を通じて、SDGs を十分に意識し、その達成に寄与できるよう取

組を進めることが重要となります。 
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.  ᵪᶨᶍ ᶍ  

「3.1 将来を見据えた時代認識」に示したとおり、多摩市の将来を展望すると、人口構造の変化、

働き方やライフスタイルの多様化、デジタル化の進展、大規模災害の危険性の高まりなど、社会が大

きく変わろうとする時代にあることがわかります。特にここ数年のコロナ禍は個人の価値観や社会

のありように大きな変化をもたらましたが、市民サービスに対するニーズや考え方もこれを契機に

大きく変化する兆しが見られます。 

例えば、市民の利用実態やニーズで整理したように、「身近な場所でサービスを受けたい」、「オン

ラインでサービスを受けたい」という市民ニーズは高くなっており、今後デジタル化が進展すれば

この傾向はさらに強まるものと予想されます。これからの市民サービスでは、場所や時間の制約を

できるだけなくしていくことが重要となりますが、このことは、「市民サービスは本庁舎で提供する

もの」、「本庁舎は市民に来てもらうところ」といった従来の発想を大きく変えるものです。 

さらには市民サービスの概念も、「職員が（本庁舎で応対して）サービスを提供する」だけでなく、

「市民が（好きな時間に好きな場所で）サービスを利用する」という形に拡大していくことも考えら

れます。市民サービスは本庁舎以外の様々な場所で提供され、市役所はそのための新たな仕組みを

構築し、職員は市民に近いところでのサービスをサポートする役割も果たしていく、といった新た

な市民サービスや市役所のありようが想定されます。 

  このように、市民サービスへのニーズや市民サービスの概念そのものが大きく変わろうとする今、

従来の発想にとらわれることなく、改めて将来のあるべき市民サービスの姿を見定め、それを実現

するための本庁舎のあり方を考えることが極めて重要となります。本庁舎の建替えは、市のまちづ

くりと方向性を合わせながら、多摩市の将来を見据え、新しい発想で進めていくことが求められま

す。 

ǡ  
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ᶱ ᵧ  Ǝ

ᶍḏḀḇḳּטᶱ ᶠᶪᶘᵬ 

ù ᶍטּ ᶣ ᵬ ᶍ ᶉᶈᶍטּ ᶣ ḁḇᶹḳᶍ ᶱטּ ᵸᶪᶇƎ ᶍ ᷊

ᴻḛḁᶍḏḀḇḳּטᶱ ᶠᴲ ᶊ ᵪᵹᶊ᷊ᴻḛḁᶱ ᵰᶨᶫᶪᶧᵥᶊᵸᶪᵲᶇᵫ ᶆᵡ

ᶪᴳḏḀḇḳḏḘᶹḑ֩ ᶍ֪ ᶊ ᵸᶪ ᶎᵡᶪᵫᴲ ᶉ ᶊᵡᶪ ᶍ

ᶍנּ ᶱ ᵱᶪ ᵪᶨᶡḏḀḇḳּטᶱ ᶠᶪᵲᶇᵫ ᶆᵡᶪ G

ù ᷊ᴻḛḁᶍḏḀḇḳּטᶇ ᶍ ᶊᶧᶩᴲ ᶍ ᶣ ᶎ ᵬᵮ טּ

ᵸᶪᶇ ᵴᶫᶪᵫᴲ ᶇ ᶍ ᶉ ᶇᴲ ᶍḠḋḑ᷄ᶿᴻḇᴻ֩ ֪ᶇ

ᵶᶅᶍ ᵫḥᶹḻḐᶇᶉᶪ Gטּ

᷊ᴻḛḁᶍḏḀḇḳּטᶇ ᶍ ᶊᶧᶩᴲ
ᶍ ᶣ ᶎ ᵬᵮ ᵸטּ  ᶅ

ùᵲᶫᵪᶨᶍ ᷊ᴻḛḁᶆᶎᴲ ᶣ ᶍ ᴴ ᶊᶧᶪ᷊ᴻ ḛḁᶍ ᵫ ᶅγᵣᵮᵲᶇᶡ

ᵴᶫᴲ ᵫᴲ ᶍ ᶣ ᶍ ᶇᶉᶪּס ᵫᵡᶪᴳ ᶉ ᵫ ᶊ ᶱᵸᶪ

ᵲᶇᶱ ᵶᵾ ᶄᵮᶩᶡ ᶊᶉᶪᶍᶆᶎᶉᵣᵪ G

ᶉ ᶍ ᴴ ᶱ≥ ᵶᵾ ᶄᵮᶩ ɵ

 

ᶍ ᷊ᴻḛḁᶍᵡᶩ ᶎ§ 

ù ∙ ᶍ ·ᶉ ᶱ ᵸᶪᵲᶇᶆ ᶉḝḵḻḐ֩ ֪ɵᶃᵮᶩᴲ ᵫ ᶉ

ᶇᵲᶬᶆ᷊ᴻḛḁᶱ ᵰᶨᶫᶪᶧᵥᶉ ᶞᶱᶃᵮᶪᵲᶇᶡ ᶇᶉᶪᴳḏḀḇḳḏḘᶹḑ֩

ᶍ֪ ᶡᴲᶧᶩ ᶉ ᶆ ᶆᵬᶪ ᶞᵫᶃᵮᶫᶪᶇᶧᵣᴳ 

 

·ᶉ ᶱ ᵶ  Ǝ

ᶉḝḵḻḐᶱᶃᵮᶂᶅᶎᶈᵥ  χ

 

ù ᵬ ᶍḏḀḇḳּטᴴᶿḻḱᶹḻּטᶱ ᶠᶅ

ᶚᵶᵣ  G

ùDX ᶎ ᶍ ᵿᵰᶆᶎᶉᵮטּ ᶱ

ᵧᶅᵣᵮᵲᶇᶡᶆᵬᶪDGX ᶊּךᶱ ᶠᶅᵣ

ᶪᶍᵪ ᶀ ᵶᶅᶚᵶᵣ  G

ùḏḀḇḳּטᶎ ᵿᵫᴲ ᵫᶃᵣᶅᵣᵰᶉ

ᵣᶍᶆᶎᶉᵣᵪ  G

ùᵸᶘᶅḏḀḇḳּטᵸᶪᶇᴲ ᵫ ᶝᶂᵾᶇ

ᵬᴲ ᵫḈᶻḻᵶᵾᶇᵬᶉᶈᶊᴲּךᶡᶆᵬ

ᶉᵮᶉᶂᶅᵶᶝᵥᶍᶆᶎᶉᵣᵪ G

ùḏḀḇḳּטᵸᶪᵲᶇᶆ᷊ᴻḛḁᵫ ᵸᶪᶇ

ᶎ ᶨᶉᵣᶍᶆᶎᶉᵣᵪ  G

ùᶿḻḱᶹḻּטᶎ ᶝᵶᵣᵫᴲ ᶍ

ᴴטּ ᶎטּ ᶝᵶᵮᶉᵣᴳ 
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DX（Di gital Transformation ,デジタルトランスフォーメーショ

ン）とは、デジタル技術を活用して、商品・サービスや仕事の仕

方を変革し、人々の生活をよりよい方向に変化させることです。

総務省は、自治体 DX 推進計画を策定（2022（令和 4）年９月改

訂）し、自治体における住民サービスの利便性向上と業務の効率

化を推進しています。 

［DX による行政サービスの利便性向上の取組例］ 

○窓口のデジタル化（書かない窓口・待たない窓口） 

○電子申請などオンライン手続き 

○身近な公共施設と本庁舎をつなぐオンライン相談 

DX ᶂᶅּך§ DX ᶆּךᵫ ᶮᶪ§ 

 

［DX による業務効率化の取組例］ 

○AI や RPA の活用 

○テレワークやリモート会議の導入 

○電子決裁の導入や業務のシステム化 

ḏḀḇḳּטᶆ ᶩ ᵴᶫᶪ ᶱ ᵴᶉᵣᵾᶠᶊ 

 市民アンケートや市民フォーラムでは、デジタル化により、 

スマートフォンやインターネットを日常的に使わない高齢者 

などが取り残されるのではないか、と懸念する意見が多数寄 

せられました。 

政府もデジタル社会のビジョンとして、「誰一人取り残さな 

い、人にやさしいデジタル化」を掲げていますが、多摩市に 

においても、これまで通りの方法で行政サービスを提供するなどのセーフティネットを設けるこ

とや、オンライン手続きの講座や、出張所等でのサポートを充実させることで、デジタル化で取り

残される人が出ないよう配慮しながら、DX を推進していきます。 

ᶍ ᵧᶊ ᵶᶅDX ᶱ  

 多摩市では、これまでもオンライン手続きやコンビニ納付を積極的に導入してきました。市

民フォーラムでは「できるところから DX を推進するべき」とのご意見を、有識者懇談会でも

「DX によるソフト面の仕組みの構築を本庁舎建替えまでに進 

めておくべき」「市民サービスをどう作り替えていくのかを先 

に考え、それを実現するための建物のあり方を考えるべき」と 

のご助言をいただきました。最新のデジタル技術を活かし、市 

民サービスの向上と業務の効率化を図っていきます。 

 

 

ᶆᶎᴲ ᷄ḱḞᶍ
ᶿḻḱᶹḻ ᶣ
ᶍ᷈ḻḛḓ ᶉᶈᶱ ᶂᶅᵣ
ᶝᵸ  G

ᶎᴲP ᶓᶂᵾᶩ᷊ᴻḛḁᴿ
֩ḦᶹḒḥᴻḇḳᶍᶿḻḱᶹḻ

֪ɵ ᵶᵾ᷊ᴻḛḁᶍ
ᶱ ᵶᶅᵣᶝᵸ  G

 

 

ᵰḁḦḣ ᶍ  

◑ ᶍᵆḲḪᴻḐ᷈ḻ᷿ᶼḳḀḭᵇ 

֪ ◑ HP  
https://www.city.tsuchiura.lg.jp/page/page

016505.html  
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.  ᶍ ᷊ᴻḛḁᶇ ᶍ  

現庁舎の課題や多摩市の将来展望、市民ニーズの変化、多摩市のまちづくりの方向性等を踏まえ、

目指す多摩市の将来の市民サービスの姿と、それを支える市役所の姿を次のとおりとします。 
 

ᶍ ᷊ᴻḛḁᶍ  

ùȰȡȨɔּטǞǻǽ  ǢȺȦȜɜǷȢɇºȱȾȒɜȅ ǖǙ 

Ƿ ǝǜ ǀǝ ǚ  ǀǝ ǞȞºȼȢƿ ǄǼǿǾ

ǻƹǞǝǾ¡ 

ù   Ǣǻǽ ǝ ǚȞºȼȢƿ ǄǼǿǾǻƹǞǝ

Ǿ¡ 

ù ǝǜǚǢ  Ǣ ǝȞºȼȢȅ ǄǾǻƹǞǝǾ¡ 

 

 

 

ᶍ ᶍ  

ù ǚǡȞºȼȢƿ Ǌ ǐǿǼƿ Ǜ ǊǙ Ȟ

ºȼȢȅ ǊǙƷǾ¡ 

ù Ǣ  Ǜ ǌǾÆ Çȅ  ¡ǊǙƷǾטּ

ù Ǣ  Ǟǵ ȅ┐ Ǌ  ȅ ǌǾǛǛǵǞ 

ꞌǡ ǛǊǙǡ ȅ ƻǙƷǾ¡ 
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֯ ֯ ᶍ 

将来の市民サービスの姿・市役所の姿を実現するための市役所全体の体制として、「本庁舎連携・

拠点サービス充実型」の市役所を目指し、「本庁機能」「駅近機能」「地域機能」の３つの機能の役割

分担と連携により市民サービスの展開を図っていくこととします。 

 

 

Ô ǡ ȞºȼȢǛ ǡ Õ ǡǒǴǡ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、「本庁舎連携・拠点サービス充実型」の市役所の実現にあたっては、３つの機能の役割分担

を明確にし、市民にとって分かりやすいサービス展開に留意します。また、３つの機能を導入するこ

とによって職員人件費や整備費用が膨れ上がることがないよう、持てる資源を有効に活用しながら

効率的に整備を進めます。３つの機能が補完し合うことで、市役所全体として、できるだけ少ない費

用で市民サービスを向上させていくことができる枠組みを構築していきます。  

ᵆ ᴴ ᷊ᴻḛḁ ᵇ 

ӡ♯ ᶣ ╓ᶉᶈ ᶆᶍ᷊ᴻḛḁᵫ ᵶ  Ǝ

Ӣ ╢ᵫ ᶉ ᶆ ᵮᶧᵥᶊᶉᶩ  Ǝ

ӣ ᵫ᷊ᴻḛḁ ᶇ ᵶᶅᴲᵼᶫᶨᵫ╗ ᶇᶉᶂᶅ ᵸᶪ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ǆǿǼȅÔ ÕÔ♯ ÕÔ ╓ ÕǡŨ ǡ ¤ Ǟǻǽ  

 ♯  

Ø ¤ Ù 

Å ǚ ǡ Ʒ

ǀ 

ÅɇȍȳɜȹºȔºȲȅ

Ǌǒ Èă

Ȝɜȼȴǚǵ É 

Ø Ù 

Å ⌐ ǝ  

Å ǛǗǝƷǓȓɜ

ɒȍɜǞǻǾ  

¹ ǛǊǙ ≥

Ƿ   Ǟ

Ǣ ǛǊǙǡ

Ǟ ¤טּ  טּ

¹ȰȡȨɔּטǡ ǞƽƷ

ǙǵǓǿ╗ ǽ ǈǝ

ƷȤºȾȯȌȶȬȱ  

 

Ø ¤ Ù 

Åȓɜɒȍɜ  

ÅɇȍȳɜȹºȔºȲ 

ȅ Ǌǒ

ÈăȜɜȼȴǚ É 

Ø Ù 

Å   ╔Ǚ Ǟ ǌǾ

Èă Ǟ ⱱ ǚ

É 

╓  



20 

 

 

 

  

 

ᶇ♯  

ᵼᶫᵽᶫᵫ ᵶᵣ ᶍ  ɵ

ùDX ᵫ ᶲᵿᶇᵬᶊ ᶊ ᶊ ᵴᶫᶪ

ᶎᴲ ᴲ ᴲ ∏ᴴ≥

ᴲ╗ ᶍ ᴲ ᷈ḧḭḓ᷆ᴻ᷿ḯ

ḻᴲᶷᶻḐḲᴻḉ֩ ╓ᶊ ᵣᶅ᷊ᴻḛḁ ᵸ

ᶪᵲᶇ ᶍ֪ᵾᶠᶍ ᶍ ᶃᵮᶨᵣᶆᵡᶪ  G

ù ᶇ♯ ᶇᵣᶂᵾ ᶆ ᵶᵾ ᶆ

ᶈᶍᶧᵥᶊ≥ ᵶᴲ ᵸᶪᵪᵫ ᶇ

ᶉᶪᴳ ᶍᵡᶩ ᶎ ᵬᵮ ᶮᶪᵫᴲ טּ

ᵸᶪ ᶆᴲ ᶍḠḋḑ᷄ᶿᴻḇᴻ֩ ֪ᶇᵶ

ᶅᶍ ᶎᵣᶂᵼᵥ ᶇᶉᶪG  

ù ᶎᵆ ᵇᴳ ᶉ᷊ᴻḘᴻᶇ ᶍ

≥ ᵫᵡᶩᴲᵼᶫᶇ♯ ᵫ ᶊᶃ

ᶉᵫᶂᶅᵣᶪᴳᵲᶫᵪᶨᶍ ᶎᴲᵆ ᵮ ᶇᵶ

ᶅᶍ ᵇᶇᵣᵥᶧᶩᶡᵆ ᵬᶱ ⱱᵸᶪ

ᵇᶇ ᵧᶅᵣᵮ ᵫᶧrᶍᶆᶎᶉᵣᵪ  G

ù ᴲ ᶊ ᵸᶪ ᵿᵰᶆᶉᵮᴲᵡᶨᶥᶪ

᷊ᴻḛḁᶱ♯ ᶆ ᵶᶅᵣᵮᶲᵿᴲᶇᵣ

ᵥᵮᶨᵣᶍ ᶀᶆᶣᶂᶅᵣᵾᵿᵬᵾᵣ G

 

ù ᴲ ᶍ ᶣ ᵫ ᶮᶂᶅᵣᵮᶍ

ᶆᴲ ᶡ ᶮᶨᶉᵰᶫᶏᶉᶨᶉᵣᴳ

ᶇ ᶍ ᶱ ·ᶊ ᵮᵶᶅᵣᵮᴳ ᶇ

ᶍ ᶊᶎ ᶩ ᶫᶨᶫᶪ ╓ᶱ ᶪᴳ

ᶉ ᶆᶎᶉᵮᴲוֹ ᶉ ᶆᴲ

ᶍ ᶡ ᵶᶅᵣᵮᶧᵥᶉלּ לּ ᶱ

ᶪᵲᶇᵫ  G

ù ᶊᶎᵆ ᵇᵫ DGX ᶍ ᶣᴲ

ᶣ᷊ᴻḛḁᶍ ḁḜᴻḑᶊטּ ᶮ

ᵺᶅ ╢ᶍ ᶇ ᶡ ╗ᵶᶅᵣᵮᴳטּ ᵶ

ᶉ ᵫᵪᵪᶪᵪᶡᵶᶫᶉᵣᵫᴲᵣᵹ

ᶫ ᶀ ᵮᶇᵲᶬᶗ ᶝᶪᶇᵣᵥ ꞌᶊᶉᶪ

ᶍᶆᶎ  G

ù ᶍ ᶅ ᵧᵿᵰᶆᶉᵮᴲ ╢ᶍ ᵧ ᴲ

ᶍᶣᶩ ᶱ ᶮᵺᶅ ᵶᶅᵣᵮᵲᶇᵫ╗

ᴳ ╢ᶍ≥ ᶉᵶᶆ ᵧᶎ

ᶊᶆᵬᶉᵣ  G

 

╢ᶍ ᶡ ᶍ ᶡ ᶮ  ᶅ

ᶉ ꞌᵫ ᶊᶉᶪ 

╢ᶍ≥ ᵫ  
ù ╢ᵫᶷᶻḐḲᴻḉᶆ ᶱᵸᶪᶇᶉᶪᶇᴲ

ᶞᶊ ᶂᶅᴲᵼᵲᶆ ᶱᶝᶇᶠᶨᶫᶪᶧᵥᶉ᷈

ḷᴻ᷂ḻ᷅ḁḢᴻḁ֩ │ᶉᶪ ᶍ ᵫ ᶆ

ᵸᶪᶿḝᶸḁ ֪Ǝᵶᵪᶡ ᶡ ᵧᶪᶧᵥᶉ

᷈ḷᴻ᷂ḻ᷅ḁḢᴻḁᵫ ᶊᵾᵮᵴᶲᵡᶪᶇᶧ

ᵣᴳ ᵬ ᵫ ᶮᶂᶅᵣᵮ ᶆᴲᶈᶍᶧᵥᶊᵼᶫ

ᶱ ᵰ ᶠᶪᵪᶎ ᵿᵰᶍ ᶆᶎᶉᵣ  G

ᵬ ᶍ ᶊ ᶮᵺᶅᴲ ᶊ
᷈ḷᴻ᷂ḻ᷅ḁḢᴻḁ  ɵ

ùᶿḻḱᶹḻᶆ ᶆᵬᶉᵣ ᶱ᷊ḥᴻḐᵸᶪ

ᵆḏḀḇḳ ≠╢ᵇᶍᶧᵥᶉᶡᶍᶡ ᶆ

ᶎᴳּךᶆᶡ ╢ᵫᶣᶬᵥᶇᵸ ᶇᶅ᷈ḁḐᵫᵪᵪ

ᶪ ḏGḀḇḳּטᶍḩḲḋḐᶱ ᵪᵶᴲ ᶆ ᵰᶉ

ᵣ ᶉᶈᶊ ᵶᶅᶡᶨᶂᶅ ᶆᵬᶪᶇᶧ

ᵣᶍᶆᶎᶉᵣᵪ  G

ᶉ ᶱ ᵪᵶᶉᵫ  ʝ

ᶿḻḱᶹḻּטᶱ ᵶᶅᶎ 

ᵆ ᴴ ᷊ᴻḛḁ ᵇᶱ ᶠᶅᵣᵮᵾᶠᶊᴴᴴᴴ 
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4.1.2 ᶍ ᶍ᷊ᴻḛḁ ᶍ  

将来の市役所全体でのサービス提供の姿をイメージすると次のようになります。 

ǡ ǡȞºȼȢ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ǞƽǄǾ ǡ ǡȞºȼȢ ǡ  
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今後、DX の取組をできるところから進め、オンラインサービスを拡充していきます。これにより、

現在は本庁舎でしかできない手続きや相談等も、将来的には「駅近機能（両出張所・ベルブ永山）」

で行えるようになること（駅近機能の機能転換）を目指します。また、既に「地域機能」として、地

域の施設等での相談業務やコンビニエンスストアーでの証明書発行等を実施していますが、これを

さらに拡大展開し、身近な場所でサービスが受けやすい環境づくりを進めていきます。 

本庁舎の竣工時期である 2030（令和 12）年頃は、こうした将来の市役所全体としてのサービス提

供の姿に向けた途中段階ですが、今後の社会状況の変化に対応しながら、段階を踏みつつ、できると

ころから早期実現に向けて取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

¤♯ ¤ ╓ ǡŨ ǡ ¤ ǞǻǾ ȍɊºȡ 

 

ù᷊ᴻḛḁ ᵫ ᵧᶪᶍᶎᶧᵣᵫᴲ ᶇᶍ

ᵫ ᵪᶩᶊᵮᵮᶉᶂᵾᶩᴲ ᶍ

ᵫ ᶝᶂᵾᶩᵸᶪᵲᶇᶊᶃᶉᵫᶨᶉᵣᵪ G

ù ᶊ ᵪᶉᵮᶅᶡ ᶉᶈᶆᶆᵬᶪᶧ

ᵥ ᶉᶈᶍ᷊ᴻḛḁᶱ ᵴᵺᶅᶚᵶ

ᵣᴳ ᶡⱫ ᵶᶅᶚᵶᵣ G

 

ù ╓ᶍ ᶉᶇᵲᶬᶊ᷊ᴻḛḁ ᵫ ᵧ

ᶪᶇᶧᵣᴳ ᶣḪḘᶹḳ ᶎᶈᵥ

ᵪᴳᶝᵾᴲ ᶉ ᶆḁḦḣᶍ ᵣ ᶉᶈ

ᶱ ⱱᵶᶅᶡᶨᵧᶪᶇᶧᵣ G

ù ᵧᶝᶆᶍ ᶊᶡᴲ ᶎᶈᶲᶈᶲ

ᵶᶅᵣᵮᶇטּ ᵥᶍᶆDƎX ᶉᶈᶍḅḝḐ

ᶎ ᵶᶅ ᶠᶪᶘᵬ  G
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.  ᶠᵵᵸ  

「４．１将来の市民サービスと市役所の姿」を実現するための本庁舎のあるべき姿（めざす本庁舎

像）を次のとおりとします。 

 

 

ᶠᵵᵸ  

 

ǡ ǼǊȅ ƻ ǡ↨ ȅ Ǿ 

ǛǊǙǡ ּס ǝ  

 

 

ȞºȼȢȅ ƻǾ  

駅近機能などと連携して新しい仕組みでよりよいサービスを提供し、 

市民の暮らしを支えていきます。 

 

Ǟ ǛǱǔȅ Ǿ  

災害時には、災害対応の指令拠点としての機能を確実に発揮し、 

市民とまちの安全を守ります。 

 

ǡ Ʒ סּ ǝ  

将来の変化に柔軟に対応でき、50 年以上の長期にわたり使い続けることができる、 

未来に向けて持続可能な本庁舎を目指します。 
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ᴴ ᴴ ᶍ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ᶍ ᷊ᴻḛḁᶍ  

 
ᶍ ᶍ  

ᶠᵵᵸ  

᷊ᴻḛḁ 

 

 

 

ᶍ ᶨᵶᶱ  γ ᶍ↨ ᶱ ᶪ 

ᶇᵶᶅᶍ ּס ᶉ  

 

めざす本庁舎像の実現

に向けた具体的な施設

のあり方・施設像 

 

 

ᶈᶍᶧᵥᶉ ᷊

ᴻḛḁᶱ ᵸᶍ

ᵪ 

数十年後を見据え、多摩

市が目指す市民サービス

と市役所の理想の姿とそ

れを実現するための本庁

舎のあり方 

 

ᶈᶍᶧᵥᶉ

ᶱ ᵸᶍᵪ 

ùȰȡȨɔּטǞǻǽ  ǢȺȦȜɜǷȢɇºȱȾȒɜȅ ǖǙ  Ƿ

ǝǜ ǀǝ ǚ  ǀǝ ǞȞºȼȢƿ ǄǼǿǾǻƹǞǝǾ¡ 

ù   Ǣǻǽ ǝ ǚȞºȼȢƿ ǄǼǿǾǻƹǞǝǾ¡ 

ù ǝǜǚǢ  Ǣ ǝȞºȼȢȅ ǄǾǻƹǞǝǾ¡ 

ù ǚǡȞºȼȢƿ Ǌ ǐǿǼƿ Ǜ ǊǙ Ȟºȼ

Ȣȅ ǊǙƷǾ¡ 

ù Ǣ  Ǜ ǌǾÆ Çȅ  ¡ǊǙƷǾטּ

ù Ǣ  Ǟǵ ȅ┐ Ǌ  ȅ ǌǾǛǛǵǞ 

ꞌǡ ǛǊǙǡ ȅ ƻǙƷǾ¡ 

ף ᴴ ᷊ᴻḛḁ  צ

ᵼᶫᶨᶱ ᵸᶪ

ᵾᶠᶊᴲᶈᶍᶧᵥ

ᶉ ᶱ ᵸ

ᶍᵪ 

ù ȞºȼȢȅ ƻǾ  

ù Ǟ ǛǱǔǡ↨ ȅ Ǿ  

ù ǡ Ʒ סּ ǝ  

 

ù ȞºȼȢȅ ƻǾ Ǟ 

ù ꞌǡ ǛǊǙ ǌǾ Ǟ 

ùŹƍ ǞǻǾ ȞºȼȢǡ ǲǷ ǀ ǡ ȅ ƻǾ Ǟ 

ù ǡ Ƿ Ǟטּ ꞌǚǀǾ ȅ Ǌ Ƞɜɀɔǚ

סּ ǝ Ǟ 

ù Ǟ ǊǝƿǼ  Ǜ ǡȹɒɜȢȅ Ǌ ɒȍȾȞ

ȍȘɔȜȢȱȅ ǌǾ Ǟ 

ù ȅטּ ǌǾǒǴ  ǞǷǈǊƷ Ǟ 

基本理念を実現するた

めに求められる本庁舎

の基本となる機能と、そ

の整備に向けた考え方 

 

 
 

 
    ḮḓḘᴻ᷊ḳḏ᷾ᶹḻ  ḃ᷂ḭḲḎ  ᴜ
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めざす本庁舎像を踏まえて、具体的な施設のあり方・施設像を以下のとおりとします。 

 

û ȞºȼȢȅ ƻǾ Ǟ 

市民が好きな場所で好きな時間に、または身近なところで市民サービスが受けられるように

するため、オンライン化と出張所等との連携を進めていく拠点となる施設とします。また、誰ひ

とり取り残さないための拠り所として、すべての人が利用しやすい施設とします。 

 

û ꞌǡ ǛǊǙǡ ȅ ǌǾ Ǟ 

十分な耐震性を確保し、災害時に確実に防災指令機能が発揮され、事業継続できる安全性の高

い建物構造とします。発災時の迅速な対応と、その後の継続した復旧・復興活動が可能となるよ

う、防災指令拠点として必要な機能をもつ施設とします。 

 

ûŹƍ ǞǻǾ ȞºȼȢǡ ǲǷ ǀ ǡ ȅ ƻǾ Ǟ 

進化するデジタル技術を活用して DX を推進し、より利便性の高い市民サービスの仕組みを

実現するとともに、仕事の仕方の変化、職員の新しい働き方に対応し、業務の質と効率性を高め

る施設とします。 

 

û ǡ Ƿ Ǟטּ ꞌǚǀǾ ȅ Ǌ Ƞɜɀɔǚ סּ ǝ Ǟ 

変化する社会やニーズに対応できる柔軟性を確保し、長期間に渡って陳腐化することなく有

効に使用し続けられる、シンプルで持続可能な施設とします。 

 

û Ǟ ǊǝƿǼ  Ǜ ǡȹɒɜȢȅ Ǌ ɒȍȾȞȍȘɔȜȢ

ȱȅ ǌǾ Ǟ 

長期的な視点に立って市の将来の財政への影響を十分に考慮ながら、本庁舎として必要な機

能やその水準を適切に見極め、ライフサイクルコストの低減を意識した施設とします。 

 

û ȅטּ ǌǾǒǴ  ǞǷǈǊƷ Ǟ  

多摩市における脱炭素化の取組をリードし後押しすることができるよう、環境にやさしい、サ

ステイナブルな施設とします。 
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基本理念を踏まえて、本庁舎の基本機能として、「市民サービス機能」、「防災指令拠点機能」、「行

政事務機能」、「議会機能」の４つの機能と、それらを支え建物を維持するために備えるべき「建物性

能」を次のとおりとします。 

 

.   

ӡ ȞºȼȢ  

ǞǛǖǙǵȂƾǽǷǌǂ↨ ǊǙ ǚǀǾ   Ǜ Ǌ Ǟ Ǌ

Ʒ ǲǚȞºȼȢ ǌǾ ǡ ȅ ǊǱǌ  

È Ǟ Ǆǒ ƻ É 

 ̧ すべての人にとってわかりやすく、安心して利用できる窓口・相談空間を整備します。 

 ̧ 手続きや相談を行う窓口は、低層階に集約して配置するなど、デジタル技術等も使いながら

市民がスムーズにサービスが受けられる環境を整備します。 

 ̧ 専門的相談や複雑な相談への対応を想定し、プライバシーに配慮した相談空間を整備すると

ともに、オンラインなど多様な方法による相談を受けられるようにします。 

 ̧ 本庁舎が司令塔となり、出張所等と連携して市民サービスを提供する仕組みを構築します。 

 

Ӣ  

Ǟǵ ǡ↨ ¤↨ ȅ ǾǆǛƿǚǀǾ ǡ ȅ ǊǱǌ  

È Ǟ Ǆǒ ƻ É 

 ̧ 災害対策本部室を常設し、迅速かつ的確な情報の収集・発信・伝達機能を十分に発揮し、正

確な指示ができるような空間・配置とします。 

 ̧ 各対策部や防災関係機関・国・都からのリエゾン（現地情報連絡員）が一堂に会し、連絡調

整や各種事務作業を行えるような、十分なスペースと情報共有機能を有した場所を確保しま

す。またそのスペースは、平常時には別の目的で使用できるよう検討します。 

 ̧ 電力供給や情報通信網・システムのバックアップ機能を強化します。 

 ̧ 敷地内に防災関係機関が集結できるスペースを確保します。 

 ̧ 発災直後から応急対策期にかけて、職員が業務や災害対応を継続できるよう、飲料水、食料、

資機材等の備蓄スペースを確保するとともに、飲料水及びトイレ排水機能など、ライフライ

ン機能を整備します。 

 ̧ 避難生活の支援拠点（避難所）と連携する機能（オンライン化等）を整備します。 
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ӣ  

ǻǽǻƷ ǀ ¤ ǡ ȅ ǚǀ  ╢ǡȺȾȒºɇɜȢƿ ǈǿǾטּ

ǡ ȅ ǊǱǌ  

È Ǟ Ǆǒ ƻ É 

 ̧ DX 化に対応した情報通信基盤等の整備や、組織や業務の変化に柔軟に対応できるフレキシ

ブルな設えなど、効率的・効果的に業務が行える執務空間を整備します。 

 ̧ 職員の働き方や仕事の仕方の変化を踏まえ、適切な規模・数の会議室・打合せスペースを整

備します。また、会議室等は、一時的に広いスペースが必要となる業務や災害時等にも使用

できるよう、フレキシブルな設えとします。 

 ̧ 職員の働き方や仕事の仕方の変化を考慮した休憩室、ロッカー、更衣室等、災害時にも活用

できる設備を整備します。 

 ̧ 駅近施設等の公共施設に職員が出向いてサービスを行う上で、司令塔となる本庁舎に必要な

機能・空間を整備します。 

  

Ӥ  

Ô ÕǞ ǴǾÔ ǡ ǝ≥ ȅ ǊǙ ǌǾǆǛÕ Ô

ȅǗǂǾǆǛÕ Ô ǞǻǾǱǔǘǂǽȅÔ Ǧ ÕǌǾǆǛÕ Ôלּ Ǟ

ǻǂ ƻ ȂƾǽǷǌǂ  ƿ ǚǀǾ ◖☺ƿ ƻǾǆǛÕǛƷƹ ȅ

ǌǾ ǡ ȅ ǊǱǌ  

È Ǟ Ǆǒ ƻ É 

 ̧ 本庁舎内にありながらも、行政と対等の立場での独立性を持ち、十分な調査、研究、会議（議

論）ができる環境を確保します。 

 ̧ 市の動きが見え、連携しやすい位置・動線・ネットワークを確保します。 

 ̧ 市民に開かれた議会活動、議員活動の充実に必要なスペースと機能を確保します。 

 ̧ 議会の特性も踏まえた、セキュリティ、災害時機能、ユニバーサルデザイン、ICT 等の環境

を確保します。 
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ᶊ ᶱᵶᶂᵪᶩ
ᶇֹוᵾᵸ ᶊ 
ù ᶇᵶᶅᶎᴲ ᵿᵰᶆᶉᵮ ᶍ

ᶣ IƎT ᶍ ᴲ ᶍ ᵫ ᶇᶉᶪ G

ù ᶊᶎᴲ ᶊּנᵧᶅ ꞌ ᶱ

ᵥᵲᶇᵫ ᶠᶨᶫᶪᵾᶠᴲ ╢ ᵰᶍ ᶉ

ᵫ ᶆᵡᶪ ḲGḝḴḋ᷿ḭᵶᶉᵫᶨᵶᶂᵪᶩᶇ

ꞌᶆᵬᶪᶧᵥᶉᴲḴḁḐ ᶇᵶᶅ ᶃ

ᵫ  G

ù ᵶᵣ ᵫ ᵸᶪᵲᶇᶆƎ ḵḀḁḎᶸḋ᷄ḁ

֩ ⱱ ᶍ ᴴ ᴴ ֪ᴲ ᶍᶣᶩᵮᶩᴲ

ᶇᶉᶪ ᶇᶍ ᶉᶈᶍ ᵶᵣ ᵫ

ᶇᶉᶪᵫ DƎX ᶊᶧᶂᶅᵻ ᶩᶧᵣ ᶞᵫᶆ

ᵬᶪᶍᶆᶎ  G
ḏḀḇḳᶇḲᶷḳ 

ᵼᶫᵽᶫᶍ ᵴᶱ ᵪᵶᶅ 

ᵮ ᶍּל ᶱ ᶠ  ᶅ
ᶇḏḀḇḳ ᶱᵥᶝᵮ

ᶞ ᶮᵺᶅᴲ ᶍ ᵶ  r

ᶄᵮᶩᴴ ᶞᶄᵮᶩ ɵ

 

ḏḀḇḳ ᶱ ᵶᴲ ᶡ ᶩ
ᵴᶉᵣ ᷊ᴻḛḁ  ɵ

ù ᶎᴲ ᶉ ᵬ ᶣḲḪᴻḐ ᶉ

ᶈᶊ ꞌᶆᵬᶪᶧᵥ ᶍ ᵣ ᵧᶇᵸᶘ

ᵬᴳᶝᵾᴲ ᶍ ᶍ ᶊᶡטּ ꞌᶆ

ᵬᶪᶧᵥḴᶹᶷᶻḐ ᵫּס ᶉᶡᶍᵫᶧᵣᴳ 

ùִיᶆ ᵣᶅᵣᶪ ᶇ᷈ḧḭḓ᷆ᴻ᷿ḯḻᵫᶆᵬ

ᶪᵲᶇᶆ ᶍ ᵫ ᵸᶪ ᶡᵡ

ᶪᴳḏḀḇḳᶍ ᶇ ᶍ ᶆᴲ ᵮ

ᶍּל ᶱᵣᵪᶊ ᶠᶅᵣᵮᵪᵫḥᶹḻḐᶇ

ᶉᶪ  G

ùᵣᶬᵣᶬᶉ ᶍ ᵾᶀᵫ ᵵᶩ ᶂᶅ20

ᶍ ᶎᶈᵥᵡᶪᶘᵬ ᵧᶪᶧᵥᶉ ᵶ

ᵣᶍ ᵫ ᶅᶪᶇᶧᵣᶍᶆᶎ  G

ùḏḀḇḳּטᶱ ᶇᵶᵾ ᶣ ᶉᶈᶍ

ᶄᵮᶩᴴ ᶞᶄᵮᶩᵫᶆᵬᶪᶇᶧᵣᴳ 

ùᶮᵵᶮᵵ ᶊ ᵾᵮᶉᶪᴲ ᶊ ᶅᶧᵪᶂᵾᶇ

ᵧᶪᶧᵥᶉ ᶆᵡᶂᶅᶚᵶ ᶇr ᵥ  G

ùḏḀḇḳ ᶱ ᵶᴲ ᶗᶍ ᶉ נּ

ᵫᶆᵬᶪᶇᶧᵣᴳ ᶇḏḀḇḳ ᶱᵥᶝᵮ

ᶞ ᶮᵺᶅᴲ ᶍᵲᶫᵪᶨᶍᵡᶩ ᶱ ᵧᶅ

ᵣᵮᵲᶇᵫ  G

ù ᶊ ᶱᶈᵥ ᵸᶪᵪᶡ ᶉḥ

ᶹḻḐᶇᶉᶪ G

ù ᶡ ᶩ ᵴᶉᵣ ᷊ᴻḛḁᶱ ᵶᶧᵥ

ᶇᵸᶪᶇᴲ ╗ ᶑᶇᶩᶊ᷈ḻḇ᷄Ḑᶱ ᶩ

ᶉᵫᶨᴲᶃᵹᶃ᷊ᴻḛḁᶱ ᶩ ᵶᶅᵣᵮᵲ

ᶇᶊᶉᶪᴳḏḀḇḳ ᶱ ᵶᴲᵣᶬᵣᶬᶉ

ᵫ ᶮᶂᶅ ᶱ ᵶᶅ᷊ᴻḛḁᶱ ᶪᶇ

ᵣᵥᶧᵥᶉᵲᶇᵫ ᶊᶉ ᶍᶅᶆᶎ  G

ù ᷊ᴻḛḁᶱᶈᵥ ᵧᶅᵣᵮᵪᶊᶧᶂᶅᴲᶈ

ᶍᶧᵥᶉ ᵫ ᵪᴲᵫ ᵧᶅᵮᶪᴳ

᷊ᴻḛḁᶍᵡᶩ ᶇ ᶍᵡᶩ ᶎ

ᶊ ᵧᶅᵣᵮᶘᵬ  G

 

ù ᵫ ᵣᴲᵮᶃᶬᵱᶪᶧᵥᶉḁḢᴻḁᵫᶚ

ᵶᵣ  G

ù ᶍ ᶍ ᶉᵲᶇᶱḩḋḃᴻḀᶆ ᵸᶪ

ᶆᵡᶂᶅᶚᵶᵣ  G

ù ᶊᴲ᷈ḻḛḓᶣḴḁḐḱḻᴲ ᶉ

ᶈᶱ ᶫᶪᶍᶎᶈᵥᵪ  G

ù ᶎᴲ ᶉ ᶆᵡᶪ ᶎᶉᵣ G

ùḏ᷾ᶹḻᶧᶩᶡᴲ ᵣᶣᵸᵴᴲ ᵫ ᴳ 

ù ᶊᶉᶨᶉᵣ ᵫᶧᵣᵫᴲ ᶍ᷿ḻḤḳᶣ

ᶩᶊᶉᶪᶡᶍᵫᶧᵣ  G

ùᵲᶫᵪᶨᶡ ᵶᵣ ᵫ ᶅᵮᶪᶍᶆᴲ

ᶣ ᶍᵡᶪ ᶇᵶᶅᵩᵮᶚᵥᵫᶧᵣ G

ù ᶇᵶᶅᴲ↨ ↨ ᶉ ᶱᶃᵮᶪᶘ

ᵬ  G

ù ╢ᵫ ᶀᶧᵮ ᵮᵲᶇᵫᶆᵬᶪ ᶇᵸᶘ

ᵬᴳ ╢ ᶎᵡᶂᵾᶚᵥᵫᶧᵣ  G

ùᶽḕḳ᷃ᴻɟ ᶠᵾᴲ ᶊᵩᵰᶪ ᶗᶍ

ᵫ ᶮᶪᶧᵥᶊᵶᶅᶚᵶᵣ G

ùᶽḁ᷀ḴᴻḇᴻᶣᶽḴḡᴻḇᶱ ᵸᶪᶉᶈḘḲ

ᶷḝḲᴻᶊᵶᶅᶚᵶᵣ G

ùḀᶼḻḈᴻḝḲᴻᶣᴲᵆ ᶡ ᶩᵲᶛᵴᶉᵣᵇᶇᵣ

ᵥ ᶆ ᵧᶅᵣᵮᶘᵬᴳ ᶗᶍḩḋḃᴻḀ

ᶊᶡᶉᶪ  G

ù ᶎᴲᶡᶂᶇ ᶊ ᵣᶇᵲᶬᶊᵡᶂᵾ

ᶚᵥᵫᶧᵣ  G

ᶈᶲᶉ ᶇᵸᶘᵬᵪ§ 
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.   

ø  

防災指令拠点にふさわしい高い耐震性能を備えた本庁舎を整備します。 

耐震性能を実現するためには、下記のように耐震構造、制震構造、免震構造の 3 つの方法があり

ます。これらの方法について、引き続き、基本計画段階で検討していきます。 

また、建物の耐震性能に応じて、非構造部材、設備の耐震性能についてもあわせて検討していきま

す。 

    ǡ  

    

ᶹḩᴻḀ  

 

 

 

   

ᴴ ᶱ ᶊᵸᶪᵲᶇᶆᴲ
ᶍ ᶫᶊ ᵧ  ᶅ

ᴴ ᵶᵮ ᶫᴲ ᶣּק ᶉᶈᵫ
ᵶᶣᵸ  r

ᴴ ᶊ ֩Ḉḻḙᴻ֪ᶱ
ᶞ ᶲᶆᴲ ᶽḕḳ᷃ᴻᶱ
ᵸᶪᵲᶇᶆᴲ ᶍ ᶫᶱ
ᵸ  ᶅ

ᴴ ᶫᶎ ᵴᶫᶪᵫᴲ ᴴּק
ᶉᶈᶍ ᶍ ᶫᶎᵡ  ᶅ

ᴴ ᶇ ᶍ ᶊ ᶱ
ᵶᴲ ᶱ ᵪᶨ ᶩ

ᵸᵲᶇᶊᶧᶩᴲ ᶍ ᶫᶱ
ᶊ ᶮᶨᶉᵣᶧᵥᶊᵸ  ᶅ

ᴴ ᵫᶥᶂᵮᶩ ᶫᶪᵾᶠᴲᶑ
ᶒ ᶫᶉᶈᶍ ᵫ ᶉᵮᴲ
ᶍּק ᶡ ᵶᶊᵮ  r

┐  ᴴ ᶍ┐  
ᴴ ᶍ┐ ᶊּנᵧᴲ
ᶊᶎ ᵫ ᶇᶉᶪ
ᵫᵡ  ᶅ

ᴴ ᶍ┐ ᶊּנᵧ5Ǝ
10 ᶍ ᵫ ᶇ
ᶉ  ᶅ

∫ 
ᴴ ᶍ ᶫᵫ ᵬᵮᶉ
ᶪᶍᶆᴲ ᶊᶎ ᵬ
ᶆᵡ  ᶅ

ᴴ ᶊᶅ ᶊ
ᶆᵡ  ᶅ

ᴴ ᶊᶅ ᶆᵡ
ᶪ֩ ᶆᶎ ᶊ
ᶅ  ֪

╗ ᶉ 

 

ᴴ ᶣ ᶇ ᶘᴲ᷈
ḁḐᶎ  r

ᴴ ᶇ ᶘᴲ᷈ḁḐᶎ ᵮ
ᶉᶪᵫᴲ ᶧᶩᶎ  r

ᴴ ᶣ ᶇ ᶘᴲ᷈
ḁḐᶎ ᵮᶉ  ᶅ

 

  



30 

 

ø  

 新しい本庁舎では、2050（令和 33）年の脱炭素社会の実現に寄与するよう、ZEB（ネットゼロエネル

ギービル：Net Zero Energy Building ）化等の環境配慮について、導入に係る費用や維持管理費用に留意

し、持続可能な社会の構築に向けて先導的な役割を果たしていけるように次のことを基本計画段階で検

討します。 

・日射対策等による建物の環境負荷を低減、省エネ機器の導入、再生可能エネルギーの積極

的な活用等 

・建物の脱炭素以外も含めた環境負荷低減や、空間の質の向上に関する総合的な建物の環境

性能について、CASBEE の S ランクの取得 

・内装等の木質化を図り、多摩産材等を積極活用 

 

Ǟ Ǌǒ ȍɊºȡ 
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øɏȴȹºȞɔȰȟȍɜ 

ユニバーサルデザインの考え方を基本に、バリアフリー化や高齢者や障がい者への配慮など、す

べての人にとって使いやすい本庁舎を目指します。通路やトイレなどの「ハード面」とともに、誰に

でもわかりやすい情報提供など「ソフト面」も含めて、一体的に取り組みます。 

 

û ǊǷǌƷ┌   

・誰もが安心して移動できるよう、十分な幅員と段差のない出入口や通路を設けます。  

・エレベータは使いやすさに配慮した配置・大きさとします。  

ûȂƾǽǷǌƷȞȍɜ¤∏   

・色彩やピクトグラムにより、直感的でわかりやすいサインとします。  

・多言語対応のデジタルサイネージや音声誘導装置などにより、障がい者や高齢者、外国人な

ど、すべての利用者を円滑に誘導できる計画とします。  

û ǊǷǌƷ   

・高齢者、障がい者、親子連れ（育児中）などに対応したバリアフリートイレの整備も含めて検

討します。  

・授乳室やキッズスペースを設け、親子で利用しやすい環境を整備します。 

 

 

 

øȤȖɎɓȯȌ 

現在の本庁舎は、来庁者と職員の立入れるエリアの区分けが曖昧なため、本庁舎内の様々な個人

情報や行政情報を、確実に保護する必要があります。そのため、本庁舎全体でエリア毎にセキュリテ

ィを設定したり、ＩＣカードや生体認証システムなどの手法導入等の検討も含め、防犯対策や情報

保護機能を強化します。  

  

 

ᶽḲ  ʊ

EVᴲ ᶍ

ḁḢᴻḁ 

╗ ᶽḲ  ʊ

ᶣזּ ᶍ

ᶍ ḁ

Ḣᴻḁ 

ᶽḲ  ʊ

ᴲ╠

ᶍ ╢ ḁ

Ḣᴻḁ 

ᶽḲ  ʊ

ᶍ ╢ ᶍ

ᶷ᷄ḃḁ ᶱ

ᵥ ᵫᵡᶪḁ

Ḣᴻḁ 
 

 ╢ 

╢ 
᷀ᴻḑ᷂ᴻ ᶊ 
ᶧᶪḃ᷂ḭḲḎ  ᴜ
 

 

ȤȖɎɓȯȌǡȑɓȋ ǄǡȍɊºȡ 
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.  ᶍ ᵧ  

新しい本庁舎の規模については、「総務省の旧地方債同意等基準（平成 22 年度）に基づく面積算

定」と「先行事例に基づく面積算定」の２つの方法で算定を行い、想定する概算の面積を試算しま

す。 

 

 ø ǡ ≥ È 22 ÉǞ ǘǂ  

à á 

・総務省の旧地方債同意等基準（平成 22 年度）に基づき標準的な諸室の面積を算定し、それに

同基準の対象外となる災害対策室、福利厚生諸室等の面積を加えて、本庁舎全体の想定面積を

試算します。 

・総務省の旧地方債同意等基準とは、庁舎整備に地方債を活用する場合の、地方債の対象となる

面積基準を総務省が定めたもので、庁舎を使用する職員数を基に事務室、会議室等の標準的な

諸室の面積を算出することができます。2010（平成 22）年度まで適用され、その後廃止され

ましたが、現時点においても多くの自治体がこれを参考に庁舎規模を検討しており、有力な目

安になります。 

・職員数について 

・今後人口減少が予想されますが、高齢化の進展等で行政需要は増える可能性もあります。

DX の推進に伴いリモート勤務やサービスのオンライン化も進むと考えられますが、現時点

で具体的な内容は不確定であることから、基準となる職員数は、2022（令和 4）年 4 月 1 日

時点で本庁舎に勤務する職員数とします。 

・常勤の再任用職員も一般職員に含めることとします。また、会計年度職員については、常勤

である専門スタッフ、通年補助スタッフは、一般職員と同等の取り扱いをして算定していま

す。短期補助スタッフは算定の対象外にしています。 

・議員数について 

・多摩市議会議員定数条例で定める 2022（令和４）年４月１日時点の議員定数 26 名としま

す。 
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à  áוֹ

ù ᶊ ᶄᵮ  

 
 

 
 ă  ╢  ╢  

 ʊ  

 2 0    

5 ,269 . Ԝ 

ᴴ  5   75  

 5    

 2    

 1  138  

╢ 1.7    

╗ ╢ 1   

╢ 1   

 »  ,171  

4.5 Ԝ ,171 ֩ ╢  ֪

 ʋ  ᶍ 13 ð ֯ Ԝ 

 z ă  Ԝ 800 ֩ ╢  ֪ 5 ,600.00 Ԝ 

 ʑ ᴴ זּ ă  ᶷ ᶻᶍ ᶍ40 ð 4 ,6 21 .82 Ԝ 

 θ ă  1 ᶊᶃᵬ50 Ԝ֩ זּ  ֪ 0.00 Ԝ 

 ᷀  35 Ԝ 26 ֩ ╢  ֪ 910.00 Ԝ 

  ֩ӡ ֪  17 ,086 .36 Ԝ 

※１ 換算率は、部長・次長級の数値「９」を課長級に相当する「５」とし、また係長級「２」を一般

職員に相当する「１」とする。なお、基準通りの換算率で試算すると上記合計は 18,495.91 ㎡ 

※２ 電話交換室、便所、洗面所、その他諸室を含む 

 ※３ 玄関、広間、廊下、階段等の交通部分 

 ※４ 基本構想の段階では地下駐車場の想定が難しいことから０㎡とする 

ù ᶊ ᶝᶫᶉᵣ ᶍ  

   

 ᴲ ᶱ ᶟ 2 50.00 Ԝ 

 
┤ 6֩11 0֯0 Ԝă Ú֪ ᴲ  Ǝ

ᴲ╠ 2֩60.595 Ԝ  ֪
871 .60 Ԝ 

  ֩Ӣ ֪  1121 .6 0 Ԝ 

※５ 「多摩市役所庁舎のあり方検討チーム最終報告書（平成 28 年 3 月）」より 

 

 

 

 

 
ᶊ ᶄᵮ ֩ӡ ֪

17 ,086 Ԝ 

ᶊ ᶝᶫᶉᵣ ᶍ ֩Ӣ ֪

1,122 Ԝ 
18 , 08 Ԝ 

 

Ú Þ 

※１で基準通りの換算率で計算した場合は、約 18,494＋約 1,122 ㎡＝約 19,616 ㎡ 
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 ø Ǟ ǘǂ È ╢ ǡ ƿ ǡ É 

à á 

・近年整備又は今後整備予定の首都圏における庁舎で、職員数が本市に近い事例について以下

のとおり整理を行いました。 

・床面積算定にあたって、最も関係性が高いと考える「職員１人あたりの面積」を求め、これら

の平均値に本市の職員数を掛け合わせて、面積を算定します。 

à  áוֹ

  Ⱬ ֩Ԝ ֪ ╢ ֩  ֪
╢ 1 ᵡᵾᶩ  

(Ԝ/  ֪

A  ֩ ֪  21,815  785  27.79  

B  2026 ֩ 8֪  17,925  758  23.64  

C  2021 ֩ 3֪ 5  19,940  7 7 5  25.73  

  » » » 25. 72  

à á 

   

         

 

 

ø Ǟ ǘǂ È ƿ ǡ É 

à á 

・周辺の先行市で人口規模が近い 4 市の面積を参考にしました。 

・2022（令和４）年１月１日現在の人口１人あたりの４市平均面積に多摩市の人口を乗じて算

定します。 

à  áוֹ

  Ⱬ ֩Ԝ ֪
֩ ֪ă 

R֩ ֯֯  ֪

1 ᵡᵾᶩ  
(Ԝ/  ֪

D  2 010 ֩ 2 2֪  2 5,982  185,124  0.140  

E  ֩ 2 2֪  2 2,098  131 ,124  0.169  

F   17,700  124,617  0.142  

G  ֩ ֪  21,815  127,792  0.171  

  » 21 ,899  142,164  0 .156  

  ※住民基本台帳人口 

à á 

   

         

 

╢ ᵫ ᶇ ᵣ 3 ᶍ 

╢ ᵡᵾᶩᶍ ֩ ֪ 

25.72 Ԝ/  

ᶍ ╢  

800  
20 5֫76 Ԝ Þ   

4 ᶍ 

ᵡᵾᶩᶍ ֩ ֪ 

0.15 6 Ԝ/  
 

ᶍ  

2֩022 ֩ 4֪ ֪ 

14 7 ,528  
23, 014 Ԝ Þ 
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.  ᶍ  

 

 

 

総務省の旧地方債同意等基準や自治体の事例からは 20,000 ㎡程度の規模が想定されます。 

今後、デジタル化・DX の推進、出張所等との連携、テレワークなど新しい働き方の導入、打合せ

スペース等の多目的利用化、文書量の削減等により全体面積を抑制できることが考えられます。公

共施設の総量抑制の方針も踏まえ、現在約 13,000 ㎡の本庁舎の延床面積を建替え後は、総務省の旧

地方債同意等基準で換算率を修正した約 18,000 ㎡と試算します。 

この数値は、現段階での事業計画検討のための目安の数値です。今後、基本計画の段階、設計の段

階において、具体の検討をしていきます。 

今後、人口の減少が想定される一方で、高齢化の進行などから行政ニーズの多様化なども考えら

れます。また、行政のデジタル化の進展により多様な働き方ができるように柔軟性のある執務空間

としていくことが求められます。そのため、デジタル化・DX の推進や変化する行政ニーズに柔軟に

対応できる可変性のあるつくりなど、より効率的で効果的な施設づくりを目指し、基本計画の策定

などの検討において、面積の削減を目指して精査していきます。 

  

ᶔᵴᶮᵶᵣ ᶍ ᶎ§ 

ù ᶍ ᶧᶩᶡ ᵮᵸᶪ ᵫᵡᶪᶍᵪ  G

ùDX ᵫ ᶠᶏ ᶎ⅓ ᶆᵬᶪᶍᶆᶎᶉᵣᵪ  G

ù ᶱ ᵧᶪᶇ ᶣ ╢ ᶡ ᶪᶍᶆᶎᶉᵣᵪ  G

ù ᶆᶎ ᵫ ᵶᶅᵣᶪᵫᴲᵲᶫᶱ ᶃᶍ ᶊᶝᶇᶠᶪᶇ ᶉ ᵣ ᵫᶆᵬᶪᶍᶆᶎ

ᶉᵣᵪ  G

ᵶᵣ ᶍ ᶎᴲ 18 ,000 Ԝᶇ ᵶᶝᵸ  G

 

DX ᵫ ᶟ ᶆᴲ ᶱᶈᵥ ᵸᶪᵪ§ 
ùDX ᵫ ᶟᶇᴲ ╢ ᶎ ᶊ ᵶᶉᵮᶉᶪּס ᵫᵡᶪᴳ ᶓᶦᵥ ᶍᵡᶪ ᶱ

ᵸᶪᶍᵫ ᵶᵣ ᶊᵡᶪ  G

ù ᶍ ᶆᵣᵪᶊ᷄ᶿḲḎᶸᶍ ᵣ ᵫᶃᵮʟ ᶪᵪᵫ ᶮᶫᶪᵫᴲ᷄ᶿḲḎᶸᶱּזᵱᶅ ᶊ

ᶮᵺᶪᶍᶆᶎᶉᵮᴲ ᶱ ᶨᵸᵲᶇᶆ᷄ᶿḲḎᶸᶱᵡᵱᶪᵲᶇᶡᶆᵬᶪ ᶊᶉᶂᶅᵣᵮ

ᶇ ᵥᶍᶆᴲ ᶊ ᵧᶅᵣᵮᶇᶧᵣᴳ 

ù ᶍ ᶊᶧᶂᶅ ᶡ ᶮᶪᴳ ᶍ ᶧᶩᶡ ᶍ ᵣ ᶍ ᶍ ᵫᴲ

ᶍ ᶊᶧᶩ ᶱ ᶨᵸᵲᶇᵫᶆᵬᶪ G
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 ∞  

.  ∞ ᶍ ᵧ  

本庁舎の建設位置についてはこれまで議論を行ってきましたが、基本構想の策定にあたっては、

新たに実施した市民アンケートの結果や多摩市役所本庁舎建替基本構想有識者懇談会の意見を踏ま

えて、本庁舎の基本理念を定め、その基本理念を実現するための本庁舎の位置はどうあるべきかと

の視点から、位置に関する要件や評価の視点等を改めて整理し検討を行いました。 

 

ø ǒǌǬǀ  

【基本要件】 

 ・本庁舎が建てられる用途地域 

：第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域 

 ・本庁舎の建設に必要な面積（建蔽率・容積率） 

：例えば、現在の本庁舎は、敷地面積が約 13,000 ㎡ですが、建蔽率 60％、容積率 200％の

場合、１階の建築面積最大 7,800 ㎡、延床面積は最大 26,000 ㎡で、３・４階建てとなりま

す。庁舎の建替えには一定の広さの用地が必要です。 

 

 

ø ∞ ǡƵǽ Ǜ ǡלּ  

建設位置を評価する視点として、「防災拠点・安全性」、「アクセス性」、「市の特性とまちづくりの

方向性」、「市の将来展望を踏まえた経済性」、「実現性」の５つの視点を整理しました。 
 

【①防災拠点・安全性】 

南海トラフ地震や首都直下地震の発

生が差し迫ると言われる中、本庁舎の防

災指令拠点としての役割の重要性が認

識されており、災害時に市域全体へのア

クセスしやすいこと、他行政機関等と連

携しやすいこと、地盤が強く浸水性のな

い安全性の高い土地であることなどが

重要となります。 
 

【②アクセス性】 

市民アンケート結果からもうかがえ

るように、「近い」、「行きやすい」といっ

た「場所のアクセス性」から、「行かなくてもできる」、「近くでできる」、「いつでもできる」といっ

ᶊ ᵿᶇ ᵥ ᶍ  
市民アンケートでも防災拠点としての

本庁舎への期待が高くなっています。 
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た「サービスのアクセス性」へと市民ニーズはシフトしています。デジタル化の進展等により、将来

はさらにその傾向が強まると予想されることから、「サービスのアクセス性」を十分に意識する必要

があります。 
 

【③市の特性とまちづくりの方向性】 

聖蹟桜ヶ丘、多摩センター、永山の主要３駅を拠点としてまち全体の活性化やニュータウン区域

と既存区域の均衡ある発展など、これまでのまちづくりを活かしつつ、市全体としての効果的な施

設配置も考慮した場所であることが重要です。 
 

【④市の将来展望を踏まえた経済性】 

将来の人口減少、税収減等を見据え、将来の市民サービスの姿をできるだけ低コストで実現する

ことが必要です。そのため、既存施設の土地や施設の有効活用なども考慮し、後年度負担を軽減する

ことが重要となります。 
 

【⑤実現性】 

災害リスクが高まる中で、速やかに災害対応の拠点施設を築くことが求められており、事業の遅

れなどをできるだけ回避する実現性の高い用地であることが極めて重要となります。そのため、現

本庁舎用地以外の用地である場合は、現本庁舎跡地の売却や利活用についての不確実性や、あえて

移転することの優位性などにも十分に留意する必要があります。 
 

以上の５つの評価の視点の具体的な条件や考え方を下表のとおり整理しました。 
 

ǡלּ ǡ ǝ Ƿ ƻ   
ǡלּ  ǝ Ƿ ƻ  

ӡ ¤↨

 

¤ ǡ ╓ ǫǡȋȘȤȢ  

È Ƿ ƾǼ ǿǌǁǝƷǝǜÉ 

¤ ǡ Ǜǡ ǡǊǷǌǈ 

È   ǝǜƾǼ ǿǌǁǝƷǝǜÉ 

¤↨ ǡ Ʒ  

È ǡ ƿǝƷ   ╓ǚǝƷ ǝǜÉ 

ӢȋȘȤȢ  

¤ȞºȼȢǡȋȘȤȢ  

¤ ǡȋȘȤȢ  

È ȅ ƻǾǛ ǡȋȘȤȢ ǻǽǵȞºȼȢǡȋȘȤȢ

ǡ ƿ ǱǾÉ 

ӣ ǡ Ǜ

Ǳǔǘǂǽǡ

 

¤♯ ǡ ǞǻǾטּ ǡ  

È Ũ♯ǝǜǛǡ ǝ∞ ǝǜÉ 

¤ ǡ ǡ ƵǾ  

ÈȴɎºȨȏɜ ╓Ǜ ╓ǡǜǔǼƾǞ Ǟ ǼǝƷǝǜÉ 

¤ ǛǊǙǡ וֹ ǝ  

È ǡȞºȼȢ ȅ ǴǙ ǒǛǀǡ ǡȹɒɜȢƿǻ

ƷǝǜÉ 

Ӥ ǡ

ȅ Ǳƻǒ

 

¤ ȞºȼȢ È Éǡ  וֹ

È ǡȞºȼȢ ȅ ǴǙ ǒǛǀǞ ƿוֹ Ʒǝ

ǜÉ 

¤ ǡ  

È Ƿ ǡ ȅ ǚǀǾǝǜÉ 
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ӥ  

¤ ǡ ⱫɓȢȘƿ ǈǂ ǡƵǾ  

È ƿǝǂ  Ǟ ǚǀǾǝǜÉ 

¤ ∙ ǡ ǡƵǾ  

È┌ ǊǙǵ ǻǽǵ ∞ ƿƵǾ  ǡ

Ƿ ǡ ƿƵǾǝǜÉ 

 

ø ȅ ǒǌ ∞  

以上のことから「満たすべき基本要件」である本庁舎が建てられる都市計画法上の制約（用途地域）は、

3,000 ㎡以上の事務所が建てられる第二種住居地域などに限られます。 

これら第二種住居地域などに該当する用地は「現在地」のほかには、主として聖蹟桜ヶ丘駅、永山駅、

多摩センター駅の周辺に存在します。このうち本庁舎の建設に必要な面積のある市有地は永山駅近くの

「旧多摩ニュータウン事業本部用地」と「現在地」の２ヶ所となりますが、「旧多摩ニュータウン事業本

部用地」は、日本医科大学多摩永山病院の移転・建替えの候補地としての土地利用の予定があるため、市

有地としては「現在地」のみとなります。 

「現在地」は、地盤が強く、市の地理的中心、人口中心に近いところに位置していることから災害時に

市域全体にアクセスしやすく、防災指令拠点としての役割を担うことに適しています。また、今後はます

ますデジタル化が進み、市民サービスをオンラインや身近なところで受けられるようになることから、本

庁舎が駅近くにある必要性は低くなります。駅近の出張所等での市民サービスを充実することで、聖蹟桜

ヶ丘、多摩センター、永山の主要３駅周辺を活性化し、多摩市全体の活性化を目指します。 

一方、市有地以外の用地では、多摩センター駅周辺が考えられますが、用地取得に多大な費用（数十億

円）と時間を要します。できるだけ後年度負担を軽くすることや、目標年次までに着実に事業を完了する

ことなどの観点からは、これから新たな土地を購入することは大変難しい状況です。 

ȅ ǒǌ ∞  
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.  ∞  

 

 

 

本庁舎の建設位置については、市民アンケート、市民フォーラム、パブリックコメント等を通じ

て、多くの市民意見が寄せられました。「駅から近い場所がよい」、「徒歩でアクセスしやすい場所が

よい」といったご意見があった一方で、「オンライン化や駅近機能の充実により、位置は重要ではな

くなる」といったご意見もありました。また、「防災に適した場所がよい」、「周辺の活性化につなが

る場所がよい」、「新たな土地を取得せずに済む場所がよい」などのご意見もいただきました。また、

市議会でも建設位置のあり方についての議論が行われました。 

また、多摩市役所本庁舎建替基本構想有識者懇談会からは、「今後は“場所のアクセス性”よりも“サ

ービスのアクセス性”が重要となる」、「災害対応機能の強化は喫緊の課題であり、地盤など安全性の

高い土地であることが必須である」、「人口減少・少子高齢化などを見据え、次世代への負担に配慮し

た選択が重要となる」などの助言をいただきました。 

こういったご意見を踏まえ、「８.１建設位置の考え方」で整理した「建設位置のあり方と評価の視

点」に基づき検討した結果、「本庁舎の建設位置は、市有地である「現在地」とする」との結論に至

りました。その主な理由は次のとおりです。 

 

 １ 次世代への負担軽減（事業費の抑制）と市民サービスの維持・向上の点から 

  ・基本要件を満たす民有地に新しい本庁舎を建設する場合は、多額の土地購入費が見込まれま

す。多摩都市モノレールの多摩センター駅の南東にある現駐車場用地の場合、85 億円程度の

費用が見込まれます。また、固定資産税と都市計画税の税収は年間数千万円に及び、市有地と

して 30 年使用した場合、十数億円の歳入減が見込まれます。 

  ・その一方で、今後、デジタル化の進展等により、本庁舎に来庁する機会は減ることが想定され

ます。マイナンバーカードの普及や制度改正等により、多くのことが出張所などの駅近くの

施設やオンライン申請、コンビニエンスストアーでの交付などで可能となることが想定され

ます。 

  ・これからの人口減少、少子・超高齢社会への対応から、限られた財源を有効に使うことが大変

重要です。85 億円程度といった次世代への新たな負担をせずに、市民サービスを維持・向上

を目指していくことが望ましいと考えます。 

 

 ２ 災害対応指令拠点の整備に向けた確実な取組の実施 

  ・今後、30 年以内にマグニチュード７程度の首都直下地震の発生確率は 70％です。災害対応は

ᵶᵣ ᶍ ∞ ᶎ  Ǝ

ᶆᵡᶪ ᶍᵡᶪ ᴲᵆזּ∙֩ ᵇᶇᵸᶪ֪ᶇᵶᶝᵸᴳ 
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喫緊の課題です。現在の本庁舎は倒壊等の危険性は低いものの、業務継続に求められる耐震

性は確保されていません。熊本地震では２度に渡る大地震により、業務継続ができない自治

体が発生しました。 

  ・災害時に指令拠点として役割を果たし、市民の生命と安全を守るため、本庁舎の建替えを確実

に進めることが大変重要です。 

  ・現在地には利用していない用地があり確実に建替えを進めることができます。新たな民有地

の購入には費用とともに土地所有者との協議など新たな時間を要します。 

・また、現在地は、市域の中心に近く、市域全体への対応がしやすいとともに、地盤に問題がな

いなど被災を受けにくい土地です。 

・いつくるかわからない災害リスクに速やかにかつ確実に対応していくためには現在地が最適

と考えます。 

なお「現在地」については、今後高齢化がさらに進む中で、駅からの距離や起伏を懸念する市民意

見をいただきました。そのような課題については認識しており、対応を検討していきます。 

 

 

 

 

 

  

ᶔᵴᶮᵶᵣ ᶍ∞ ᶎ§ 

ù ᶎ ᵬᶣᵸᵣ ᴲ♯ᵪᶨ ᵣ ᵫᶧᵣ G

ù ᶍ∞ ᶎᴲ ᶊ ᵶᵾ ᵫᶧᵣ G

ù ᶍ ᶍ ᶎᴲ ᶍ ᶲ ᶊᵡᶩᴲ ᶡ ᴳ ᵾᶉ ᶱ ᵺᵹᶊ ᶟ ᶡ

ᶧᵣ  G

ù ᶍ∞ ᶎ ᶆᶎᶉᵣ  G

 

ᵆ ᶍᶷ᷄ḃḁ ᵇᵪᶨᵆ᷊ᴻḛḁᶍᶷ᷄ḃḁ ᵇᶗ 

ù ᶊ ᶠᶨᶫᶪᵲᶇᵫᴲᵆ ᶍᶷ᷄ḃḁ ᵇᵪᶨᵆ᷊ᴻḛḁᶍᶷ᷄ḃḁ ᵇᶗᶇ᷿ḝḐᵶᶅᵣᵮ

ᶇᵣᵥᵲᶇᵫᴲ ᶍ∞ ᶱ ᵸᶪ ᶆ ᵬᶉḥᶹḻḐᶇᶉᶪᴳ 

ùᵆ ᶍᶷ᷄ḃḁ ᵇᶍ ᵫ ᵴᵮᶉᶩᴲ ᶍ ᵫ ᵫᶪ ᶆᴲ ᶍ∞ ᶎᶈᵲᵪᶔ

ᵴᶮᵶᵣᶍᵪᴳ ḝᶾᴻḱḨᶊ ᵶᵾᵫᴲᵆ ᴴ↨ ᵇᶎ ᶡ ᵮ ᶟ ᶉ

ᶆᵡᶪᶇ ᵷᵾG  

ùᵲᶍ ᶎᴲ ᶍᵡᶩ ᶊᶇᶈᶝᶨᵹᴲ ᶍ ᷊ᴻḛḁᶍᵡᶩ ᵪᶨ ᵣᶅᵣᶪᶍ

ᶆᴲ ᶍ ᶊᶃᵣᶅᶡᴲ ᶍ ᶍ ᶆᶈᶍᶧᵥᶉ ᵫᶧᵣᶍᵪᶱ ᵧᶅᶞᶅᶎ

ᶈᵥᵪ  G

ù2030 ᶝᶆᶊᶎ ᶍ ᵶᵪᶉᵣᴳ ᶱ ᵶᶅ ᵸᶪᶍᶎ ᵶᵣᵪᶡᵶᶫᶉᵣ G
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 ᵧᶍ ᶇḁ᷆Ḁḭᴻḳ 

.  ᵧᶍ  

事業手法とは、施設の設計や施工、完成後の維持管理および運営など、事業の進め方のことをいい

ます。事業手法を設計業務・施工業務の発注方式ごとに整理すると、大きく「従来方式」、「基本設計

先行型設計・施工一括発注方式（基本設計先行型 DB 方式）」、「設計・施工一括発注方式（DB 方式）」、

「PFI 方式」があります。各発注方式の一般的な特徴は以下のとおりです。 

ᶉ ᶍ ᶇ  

 
 

 
ᴴ ╗  

֩ DB  ֪

ᴴ ╗  
D֩B  ֪

 

 

ᶒ ᶱ ᶊ
ᶊᶧᶩ ᵸᶪ

 G

ᶝᶆᶱ ᶊ
ᵶᵾ ᶆᴲ

ᴴ ᶱ ᶊᶧ
ᶩ╗ ᵸᶪ  G

ᴴ ᴴ
ᶱ ᶊᶧᶩ╗

ᵸᶪ  G

PFI ᶊ ᶄᵬᴲ
ᴴ ᴴ ᴴ
◖☺ᶱ ᶊᶧᶩ
╗ ᵸᶪ  G

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ӡ ᵪᶨ ᵴᶫᶅᵣᶪ

ᶍᵾᶠᴲ ᶇᵶᶅ

ᶍḖᶻḗᶻᵫᵡᶪ  G

Ӣ ᶍᵾᶠᴲ ᴴ

ᶍ≥ ᶱ ᶊ

ᴴ ᶊ ☿ᶆᵬ

ᶪ  G

ӡ ᴴ ᶍ≥ ᶱ

ᶊ ☿ᵶᵾ ᶱ

ᶠᶝᶇᶠᶪᵾᶠᴲ≥ ᶊ

ᵼᵯᶮᶉᵣ ᶇᶉᶪḲ

ḁ᷄ᵫ ᵣ  G

Ӣ ᵪᶨ

ᵫ ᵸᶪᵲᶇᶆᴲ

ᶊ ᵶᵾ ᶍ

ᵫᵡᶩᴲ ᶣ᷈ḁ

Ḑ ᴲ ᵫ

ᶆᵬᶪ  G

ӡ ᵪᶨ

ᵫ ᵸᶪᵲᶇᶆᴲ

ᶊ ᵶᵾ ᵫּס

ᶇᶉᶩᴲ ᶣ᷈ḁ

Ḑ ᴲ ᵫᶧ

ᶩ ᶆᵬᶪ  G

Ӣ ᶱ ᶆᵬᶪ  G

ӡ ᵪᶨ ◖

☺ᶝᶆᶍ ᶆᴲ

ᵿᵰᶆᶉᵮ ◖☺ᶊ

ᵶᵾ ᵫּס ᶇᶉ

ᶩ ᴲ᷈ḁḐ

ᵫ ᶆᵬᶪ  G

Ӣ ᶱ ᶆᵬᶪ  G

≥

 

ӡ Ḗᶻḗᶻᶍ

ᶎ ᵴᵣ  G

Ӣ ᵫ ᵣ  G

ӡ ᵫ ᶠ ᶝᶂᶅ

ᵣᶪᵾᶠᴲ ᶆᶍ

Ḗᶻḗᶻ ᶎᵡ

ᶝᶩ ᵬᵮᶉᵣ  G

ӡ ᵪᶨ ᶇ

ᶉᶪᵾᶠᴲ ᴴ ᶍ

≥ ᶱ ᴴ ᶊ

☿ᵸᶪ ᵫ  G

ӡ ᶍ ᴲ ◖☺ᶆ

ᶍḖᶻḗᶻᶱ

ᵸᶪ ᵫ ᶉᵣ  G

 

ᴴ  

ᴴ  

ᴴ  

   

ᴴ  

ᴴ  

ᴴּז  

ᴴִי  

ᴴ  

ᴴ  

ᴴ  

ᴴִי  

ᴴ  

ᴴ  

ＤＢ：デザインビルド 

事業手法の選定は、基本計画の段階で行います。事業手法ごとの特徴を踏まえ、コスト、市民や市

の意向反映、事業期間、職員負担、リスク管理等の視点から最適な事業手法を決定します。 
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.  ḁ᷆Ḁḭᴻḳ 

各発注方式を採用した場合に想定される建替えスケジュールは以下のとおりです。 

ᵳᶇᶍ ᵧḁ᷆Ḁḭᴻḳ 

ＡＤ業務：アドバイザリー業務（ＤＢやＰＦＩ導入時における、要求水準書、審査基準、契約条件、契約書
案の作成や審査委員会の支援など、事業者選定に係る実務を支援する業務） 

これ以外にＣＭ業務：コンストラクションマネジメント業務（発注者支援）の導入も想定できる 

 

従来方式以外の手法では事業者選定においてアドバイザリー業務の活用も考えられます。そのた

めに工期の延伸が心配されますが、発注回数が減少することで従来型とほぼ同じ工期で実施できる

と想定されます。実際の工期については、基本計画段階で事業者のヒアリングを行い、精査確認する

ことが必要です。 

ＰＦＩ方式は、ＰＦＩ法に基づく事業となるとともに、設計から維持管理・運営までを含んだ事業

期間となります。当初の事業者選定段階で、応募を希

望する事業者は、維持管理・運営までを含んだ企業グ

ループとなることが一般的であるため、企業グループ

の組成のための時間が必要となります。 

ＣＭ業務は、発注者の立場に立ったコンストラクシ

ョン・マネジャー（CMr ）が、プロジェクトの目標や、

要求の達成を目指して、プロジェクトを主体的に進め

ていく建築生産方式で、各プロジェクトの特性に合わ

せて、設計・施工分離方式や DB 方式等、最適な発注

方式が選定されます。職員のマンパワー不足を補う効果が期待できます。 

 

 202 3  

֩ 5  ֪

 

202 4  

֩ 6  ֪

 

2025  

֩ 7  ֪

 

202 6  
֩ 8  ֪

 

202 7  
֩ 9  ֪

 

202 8  
֩ 10  ֪

 

202 9  
֩ 11  ֪

 

20 30  
֩ 12  ֪

 

 

        

 
ᴴ ╗  

֩ DB  ֪

        

ᴴ ╗  

D֩B  ֪

        

PFI  

        

出典）日本コンストラクションマネジメント協会ＨＰ 

https://cmaj.org/index.php/ja/cm/index2  

CM ᶍᶹḩᴻḀ 
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 ᵧᶍ  

.   

 

 

 

事業費の概算については、仮設庁舎は建設しないことを前提に、建設工事費、設計監理費、現本庁

舎解体費、造成・外構費の４つの項目から想定します。また、この他にも移転費用や机・椅子等の備

品購入費や情報環境整備の費用などが想定されますが、これらは基本構想の段階では試算が困難で

あることから対象外とします。 

 

ø ǞǗƷǙ 

à á 

建設工事の事業費は、建築面積や建物仕様グレード、構造種別や耐震性能などにより異なりま

す。ここでは、以下を想定します。 

 

Ⱬᶘ  ֹ 8 ,000 Ԝ 

    ֹ ᶱ ֩ ᶆ  ֪

 

à  áלּ

先行事例等の建設単価を調査し、現時点における着工時の想定建設単価について、「560 千円/

㎡（税込み）」と試算しました。なお、今後の建設価格の動向に十分留意します。 

 

לּ 5ֹ 6 0,000 ⱦ/Ԝ֩ ᶞ ֪

 

なお、ZEB Readyを導入した場合は、通常、さらに 1 割程度のコストアップ※が想定されます

が、一部補助金の活用が見込めること等も踏まえ、上記の建設単価からどの程度コストアップと

なるかについては、基本計画段階での具体的な計画内容も踏まえて再度精査を行うものとします。 

※「ZEB 設計ガイドライン（ZEB Ready・中規模事務所編）（ZEB ロードマップ フォローアップ委員会編著）」より 

 

à á 

以上より、現段階での本事業の建設工事費の概算を以下のように試算しました。 

 

ֹ 0 0 .8+ⱦ֩ ᶞ ֪ ă ᾝⱫᶘלּ ᶆ  

  

ᵶᵣ ᶍ ᶎᴲ ᶇ ᴴ ᶱ ᶮᵺᶅᴲ 

123 +ⱦ֩ ᶞᶇ֪ ᵶᶝᵸ  G
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ø  

概算事業費は、次のとおりです。 

 ᴴ   

101 +ⱦ֩ ᶞ ֪ 2 2 +ⱦ֩ ᶞ ֪ 123 +ⱦ֩ ᶞ ֪

  ※造成・外構費等は、造成・外構費、設計監理費、現本庁舎解体費の合計です。 

 

これは、現段階におけるあくまで試算です。社会情勢の変化等により変動する可能性があります。

今後の基本計画段階、設計段階において精査を行い費用の縮減に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ᶍ ᶠ ᶎ§ 

ù ᶱ ᵧᶪᶘᵬᶆᵡᶪ  G

ùPFI ᶊᶎ ᶊᶉᶪᶘᵬᶆᵡᶪ  G

ù ᵧᶎ ᶱᵪᵰᵹᶊ ᶠᶪᶘᵬᶆᵡᶪ  G

ù ᶍ ᶊᶃᵣᶅ ᶎ ᵣ ᶊ ᵺᶪᶘᵬᶆᵡᶪ  G

 

ḛḀḯḻᶱ ᶊᵶᶅ Ǝ

ᶱ ᶊ ᶠᶪ 

 ùḛḀḯḻᶱ ᵱᶪᵲᶇᴲᵼᶫᶱ ᶊᶡ

ᵴᵺᶪᵲᶇᵫ ᴳ ᴲ

ᶊᶧᶩ ᶈᵩᶩᶊ ᶠᶨᶫᶉᵣᵲ

ᶇᵫᵡᶂᵾᶇᵶᶅᶡᴲ ᵸ᷉ᴻḳᶊ

ᵪᶂᶅᵣᵮᵲᶇᶱ ᶊ ᶠᶅᵣᵰᶏᴲ

᷉ᴻḳᶊᵾᶈᶩ ᵰᶪᶇ ᵥ G

 

 

ù7 ᶊᶎ ╢ᶍ ᵬ ᶡ ᶮᶪᴳ ᶍ

ᶣᶣᶩ ᵫᶈᵥ ᶮᶪᶍᵪᴲ ╢ᶎ

ᶍ ᵬ ᶱᶈᵥ ᵧᵾᵣᶍᵪᴲḷᴻ᷿᷄

ḯḋḟ ᶆ ᶊ ᵶ ᶂᶅᶚᵶᵣᴳ

ᶍ ᵫ ᴳᶧᶩḝḴ᷂᷿Ḟḳᶉ

ᶍᶣᶩ ᶱᶞᶲᶉᶆ ᵧᶅᵣᵮᶇᶧᵣ G

ù ᵧᶏ 5Ǝ ᶍ ᶉᶨᶏᴲ

ᶍ ᶎ ᵶᵣ ᶊ ᵸᶪᶇᵣᵥᵲᶇ

ᶊᶉᶪᴳ ᵪᶨḏḀḇḳּטᶊ ᶩ ᶞᴲ ᵶ

ᵣ ᶗ ᶂᶅᵣᵮᶡᶍᶱ ᵶᶅᵣᵮ

ᵫᵡᶪᴳθ ḻḱᶹḻ ᶊᶃᵣᶅᶡᴲ

ᵫ ᶫᶪᵾᶠᶍ ᶡ ᶉᶍᶆᴲ ᵪᶨ

ᵶ 3Ǝ ᶍᵡᶩ ᶡ ᵧᵾ ᶱ

ᶊ ᶩ ᶟᶘᵬ  G

 

ᶊ ᵰᶅ 

╢ᶡ ᵪᶨḁḇᴻḐᶱ  ̈
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.  ᶍ ᵧ  

本庁舎は将来にわたり長期間使用することから、世代間の公平性や負担の平準化から、必要な財

源として、可能な範囲で財源の基金への積み立てを続け、この基金と可能な起債（借金）をバランス

よく活用することで、一般財源の負担軽減を図ることが必要です。 

庁舎増改築基金は、事業費の３割以上が必要で、40 億円を目指し計画的に積み立てを行い、現在

高は約 36 億円となっています。今後も本庁舎整備時の財政負担を軽減するため、計画的かつ執行の

工夫等で生み出した財源を優先的に積み立て、更なる後年度負担の軽減に努めていきます。 

また、今後、省エネルギー設備や防災設備などに係る各種補助金等の活用の検討を進め、財政負担

の軽減に努めていきます。 

次の基本計画の段階では、事業手法や事業費の検討にあわせて、財源についても精査していきま

す。 
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48 

 

ǆǿǱǚǡ ǝ  

7  ŷ ÈĤ ↨ Ǟ ƿƵǾǛǡ  Éוֹ

17 6  
ɘºȖɜșȪºɉÈ ╢ǚ É 

¥Ô Õ 

19 12  ǡ ǽ  

20 10  
ǡ ǽ È ¤ ≠╢ ǚ É 

¥Ô ǡ ǽ Õ 

25 11  ǡ Ǌ Ǜ ɀɖșɒɉ  

28 3  
ǡƵǽ Ȫºɉ 

¥Ô ǡƵǽ Ȫºɉ Õ 

28 4  Ô ǡƵǽ ǞǗƷǙǡȋɜȚºȱÕ  

28 10  Ô ǡ ȅ ƻǾɘºȘȠɐȬɀÕ  

28 11  
ǡƵǽ ≠╢ È ¤ ≠╢ ǚ É 

¥Ô ǡƵǽ ≠╢ Õ  

28 11  
ǡ Ǌ Ǜ ɀɖșɒɉ ÈĤ 11 È2029 É

ǱǚǞ ȅ ƻǾÉ 

3 2  

ǡ Ǌ Ǜ ɀɖșɒɉÈ É ÈĤ ≠╢ǚ

ǌǾ ȅ Ǌ  ǡ ǵ ǱƻǙ ǡ ǡƵǽ ǞǗ

ƷǙ ǌǾÉ 

3 7    

3 8  
≠╢ È ╢ǚ É  

È ǚ É  

4 2  Ô ǞǗƷǙǡȋɜȚºȱÕ  

4 7 ¤8  Ô 1 ȾȒºɒɉÕ  

4 11  Ô 2 ȾȒºɒɉÕ  

4 11 12  ǡȺȿɓȬȘȜɊɜȱ  

5 2    
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Ø Ù  

¤Ū ǡ Ǟǻǽ ¡ 

¤ǐǿǑǿǡ ǡ ƾǼ  ≠╢ Ǟ ǄǙ≥ ¤

ȅ ¡ 

¤ ȾȒºɒɉǞƽƷǙ  ǝ ƾǼ ¤ ȅ ǌǾǛǛǵǞ  ≥

ȅ ¡ 

  

Ø ≠╢ Ù  

¤ Ǜ≥ ȅ ǽǝƿǼ ƷǒǓƷǒ≥ ¤ ȅ ǱƻǙ

ȅ ¤ ¡ 

¤ ¤ Ǜǡ≥ ȅ ǋǙ  ≥ ȅ ☿ǊǝƿǼ 

ȅ ¤ ¡ 

 

Ø ¤ Ù  

¤ Ǣ ȋɜȚºȱ  ȾȒºɒɉ ȺȿɓȬȘȜɊɜȱ ȅ ǋǙ≥ ȅ ¡ 

¤ Ǣ Ǜǡ≥ ȅ ǋǙ≥ ȅ ¡ 

  

 

 

≠╢  

ǞǗǂǾ 

 

 

 
 

Ǜǡ 
≥  
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ǡ  

Ì Í 
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Ì≠╢ Í 

      

 √
Ʒ

 
Ǜƹ

 
Ǳǈ

 
Ǘǃ

 
 

 ╪ ¤שּ   

 ǀ  
ƽ

 
ǡ

 
Ƶǀ

 
ǆ

 
¤  

 Ǜ  ╢ 

 ǘ ǂ ǽ 

¤   

ǂǼ

 
ƾǍ

 ↑
ǽǺƹ

 
ǆ

 
 

 Ȱȟȍɜּש   שּ

Ź  ƍ 
ǒƾ

 
ǢǊ

 
ǂǞ

 
ƽ

 
╓  ȋȲȹȍȟºטּ

ƀƊȜɜȞɔȯȌɜș ╢ 

   
ǝƾ

 
ǣǷǊ

 ╗
ƷǗ

 
ǀ

 
  

 ¤  ╢ 

   50 音順／敬称略 

   委嘱期間： 

 

Ì Í 

 È É ǝ  

2021 

È 3É 

 

Ŧ  

È12 17 É 

 ̧ ǡ ǡ Ǵ ǞǗƷǙ 

 ̧ ƻǡ ǛǆǿǱǚǡ ǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ Ǜ ƻǡ ǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ ȞºȼȢǡƵǽ ǞǗƷǙ 

ŧ  

È2 21 É 

 ̧Ô ǞǗƷǙǡȋɜȚºȱÕǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ ȞºȼȢǡƵǽ ǞǗƷǙ 

2022 

È 4É 

 

Ũ  

È5 30 É 

 ̧Ô ǞǗƷǙǡȋɜȚºȱÕǡ  ǞǗƷǙוֹ

 ̧Ô ǡ ȞºȼȢǡ ÕǛÔ ǡ ÕǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ ǡ Ǵ ǞǗƷǙ 

ũ  

È8 8 É 

 ̧ Ŧ ǞǗƷǙǡ ȾȒºɒɉǡ  

 ̧ ǡ È∏ÉǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ È∏ÉǞǗƷǙ 

Ū  

È10 31 É 

 ̧ Ŧ ǞǗƷǙǡ ȾȒºɒɉǡ  

 ̧ ǡ ǞǗƷǙ 

 ̧ È ∏ÉǞǗƷǙ 

 ̧ ǞǗƷǙ 

ū  

È1 30 É 

 ̧ ŧ ǞǗƷǙǡ ȾȒºɒɉǡ  

 ̧ È ∏ÉǞ ǌǾȺȿɓȬȘȜɊɜȱǡ  

 ̧ È∏ÉǞǗƷǙ 

 ̧ ǞǗƷǙ 
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≠╢ ǡ  

Ì Í 
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Ì Í 

 È É ǝ  

2021 

È 3É 

 

Ŧ  

È11 25 É 

 ̧ ǡ ǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ ǡ Ǵ ǞǗƷǙ 

 ̧ Ŧ ǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ≠╢ǞƷǒǓǂǇ≥ ǞǗƷǙ 

ŧ  

È2 7 É 

 ̧ ǡ ǡ Ǵ ǞǗƷǙ 

 ̧ Ǧ√ ǡ ǞǗƷǙ 

 ̧ ŧ ǚǡ≠╢ǡ≥ ǞǗƷǙ 

 ̧ Ǟ ǌǾ ǡ ƻ ǞǗƷǙ 

2022 

È 4É 

 

Ũ  

È4 26 É 

 ̧ Ŧ ¤ ŧ ǡ≠╢ǡ≥ ǞǗƷǙ 

 ̧ ȋɜȚºȱǡ  ǞǗƷǙוֹ

 ̧Ô ǡ ȞºȼȢǡ ÕǛÔ ǡ ÕǞǗƷǙ 

ũ  

È6 20 É 

 ̧ ǡ ǡ ǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ∞ ǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ ǞǗƷǙ 

Ū  

È8 1 É 

 ̧ Ŧ ȾȒºɒɉǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ È∏)ǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ È∏)ǞǗƷǙ 

ū  

È10 3 É 

 ̧ Ŧ ȾȒºɒɉǞǗƷǙ 

 ̧ ǡ ǞǗƷǙ 

 ̧ ( ∏)ǞǗƷǙ 

Ŭ  

È11 2 É 
 ̧ ( ∏)ǞǗƷǙ 

ŭ  

È1 19 É 

 ̧ È ∏É∙ ǡ Ǜ ǡ ǞǗƷǙ 

 ̧ ŧ ȾȒºɒɉǞǗƷǙ 

 ̧ È ∏ÉǡȺȿɓȬȘȜɊɜȱǞǗƷǙ 

 ̧ È∏ÉǞǗƷǙ 

 ̧ ǞǗƷǙ 

Ů  

È2 9 É 
 ̧ È∏É Ǧ È∏ÉǞǗƷǙ 
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ȋɜȚºȱǡ  

  

ǡ ȅ ǴǾǞƵǒǽ  Ƿ ǡ Ƿ  ǊƷ

Ǟ ǴǼǿǾ ¤   ǚǡÔ ǀÕǷÔ Õ ǡ ǝǜ

ǞǗƷǙ  ǡ ƻȅ №ǌǾǆǛȅ ǛǊǙ ǊǱǊǒ¡ 

 ũ ŧ ũ È É  24 È É  

 
ǡ 18 ∙ ǡ 1,200  

È Ũ 11 Ŧ ǡ ƾǼ טּ Ǟǻǽ É 

 ȅ ¤ ÈWEB É 

ǝ 

 

¤ ǊƷ Ǟ ǴǼǿǾ ¤  

¤ Ƿ ǡ  

¤ ǚǡÔ ǀÕǷÔ Õ ǡ ǛǆǿƾǼǡ  

¤ȍɜȨºȶȬȱǞǻǾ ǀǝǜǡ  

 וֹ

 

      

 460 
669 55.8ð 

Web  209 

ă ᶊᶧᶪ ᶎ461 ᶆᵡᶂᵾᵫᴲ ᶍ ᵫ1 ᵡᶂᵾᵾᶠ ᶇᵶᶅᵣ  ᶅ

※併行して、本庁舎と同一の調査票を用いて、令和４年２月２２日（火）、２４日（木）、２８日（月）の

いずれかに市役所本庁舎に来庁した市民に対し、来庁者アンケートを実施。 

 

ǡ  

Ø Ù                  Ø Ù 

 

 

 

 

 

 

 

  

10⅞ 2.8%

20⅞ 5.8%

30⅞ 10.9%

40⅞ 11.5%

50⅞ 16.3%
60⅞ 15.7%

70⅞ 22.1%

80⅞ ӟ

14.8%

ḩᾭ 8.4%

Ίⱬ 6.7%

ᵭ︡ 7.9%

ῒ 0.4%

8.5%

0.3%

0.4%

ⱬ 0.9%

ԁЛẋ 5.5%

┴уẅ 5.5%уẅ 7.6%ԏ 7.0%

╦ᴈᴞ 0.0%

1.3%

2.8%

8.2%

ֶ╦ 6.7%

2.7%

һ 2.5%

уẅ 5.5%

› 2.7%

7.6%
ᵕ 0.4%
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 וֹ

Ŧ ǚǡ ȞºȼȢ¤ ǚ Ǟ ǓǛ ƹǆǛ 

Ø ǡ ȞºȼȢǚ Ǟ ǓǛ ƹǆǛÙ 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ø ǡ ǚ Ǟ ǓǛ ƹǆǛÙ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.2%

2.7%

5.7%

17.2%

23.3%

34.2%

56.2%

58.3%

66.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ᵕ

ζχ

◕ Υῖ Ϟ ꜘσςΥπΦϥάρ

◕ Ϟ ӽχ Ϭ ϣϦϥάρ

ϞᾝỲϬⱱθσΨοϜ Ϟ◦ ΜΥπΦϥάρ

ФжϱНЄ˔Υ︢ϣϦθḕẽπ ΥπΦϥάρ

ῢπ θσΜπ Ϟ ΥπΦϥάρ

︣ Ϟ Ϭԁνχ ῢπ“ΞάρΥπΦϥ

σςʺ ӟᵰπאָ ὯϬ ΠϥάρΥπΦϥ

2.1%

2.4%

17.6%

19.6%

23.6%

37.4%

40.4%

56.8%

62.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ζχ

ᵕ

◕ ᶨ χ ρΰοϜ►Πϥ πΚϥάρאָ

ЄрЩиϞᵹχτΧϩΜχ™ τ ν πΚϥάρאָ

ϵКиϻ˔Ϭ Ⱨτ►ΞḕẽτϞήΰΜ πΚϥάρאָ

ӲⱱḚ σςχ ˑσ Ϭ Πθ πΚϥάρאָ

ᴟτ ᴂπΦϥ ὓχ ΥΚϥ πΚϥάρאָ

ϜΥ►ΜϞβΜ πΚϥάρאָ

←ᵲχρΦτ ←Ấ τσϥ πΚϥάρאָ
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 וֹ

ŧ Ũ ǚ ȅ ǿǒ  

 

 

 

 

 

 

 

Ũ ¤ ȅ ǿǒ ǡ Èŧ Ũ ÈȜɖȳ︡ ÉǛǆǡŦ È Ũ Éǡ É 

Ø ǡ ǡ Ù         Ø ǡ ǡ Ù 

 

 

 

 

 

 

ũ ǆǡŦ ǚ ¤ ȅ ǿǒ  

Ø ǡ Ù              Ø ǡ Ù 

 

 

 

 

 

 

Ψσμθ

3.4%
σΨσμ

θ 13.0%

ϩϣσΜ

75.3%

ϩΤϣσΜ

3.9%

ᵕ 4.3%
Ψσμθ

5.5% σΨσμ

θ 9.9%

ϩϣσΜ

74.9%

ϩΤϣσΜ

3.6%

ᵕ 6.1%

͍ᵕ 22.6%

͎ᵕ 13.9%

͏˙͑ᵕ

12.4%͒˙͕ᵕ

1.6%

͍͌ᵕӟ

1.8%

͌ᵕ 45.0%

ᵕ 2.7%

͍ᵕ 25.0%

͎ᵕ 15.1%

͏˙͑ᵕ

11.7%
͒˙͕ᵕ

1.2%

͍͌ᵕӟ

0.9%

͌ᵕ 41.9%

ᵕ 4.3%
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 וֹ

Ū ¤ ȅ ǿǝƾǖǒ  

 

 

 

 

 

 

 

 

ū ¤ ∙ ǚǡ ǀ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.6%

1.5%

3.7%

5.7%

8.4%

8.7%

10.2%

36.9%

39.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

無回答

その他

諏訪複合教育施設

コミュニティセンター、複合施設

総合福祉センター、地域包括支援センター

児童館、多摩保育園、子ども家庭支援センター

健康センター

利用したことがない

ベルブ永山、ヴィータ・コミューネ
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 וֹ

Ŭ ǡ ǞƽǄǾ ǀ ǫǡ  

Ø ǀ ǫǡ Ù 

 

 

 

 

 

 

 

Ø ǫǡ Ù 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.6%

0.3%

17.6%

19.3%

25.1%

38.0%

50.4%

73.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ᵕ

ζχ

◕ϒχ π︣ ΦϬΰθΜ

◕ϒχ π︣ ΦϬΰθΜ

◕ π︣אָ ΦϬΰθΜ

ЀрРИϵрІІЕϯ˔π︣ ΦϬΰθΜ

Ϸржϱрπ︣ ΦϬΰθΜ

χ ựσ῝Ặ☼ π︣ ΦϬΰθΜ

1.6%

0.4%

9.6%

34.1%

35.0%

44.1%

62.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ᵕ

ζχ

◕ϒχ π ϬΰθΜ

◕ϒχ π ϬΰθΜ

◕ πאָ ϬΰθΜ

Ϸржϱрπ ϬΰθΜ

χ ựσ῝Ặ☼ π ϬΰθΜ
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 וֹ

ŭ ȍɜȨºȶȬȱ ǀǡ         ŭ-ŧ ȍɜȨºȶȬȱ ǀǡ  

 

 

 

 

 

 

 

Ů ǝȍɜȨºȶȬȱǡ  

 

 

 

 

 

 

10 ǚ ǖǙƷǾǆǛ 

 

 

 

 

 

 

 

μοΜϥ

44.8%

ϣσΤμθ

53.8%

ᵕ 1.3%

Κϥ 37.0%

σΜ 63.0%

ΰοΜϥ

70.3%

ΰοΜσΜ

28.4%

ᵕ 1.3%

1.2%

16.3%

23.0%

35.3%

37.2%

45.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

ᵕ

Гйм˔ϼϞЂГжϱЕϷТϰІπ▫ⱧϬΰοΜϥ

ͬͼ͵ᵓṳЄІГЭϬ►μοΜϥ

σςχ︣ ΦψϱрЌ˔КАЕπ“μοΜϥ

♥͍˙͐τΚοψϘϥϜχψσΜ

◦ ΜψᾝỲὨↄϢϤϜϺаАЄвйІὨↄΥ Μ
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ȾȒºɒɉǡ  

Ì Ŧ Í 

  

ǡ ǞƽƷǙ  Ǟ ǘǂ

Ô ǫǡ ÕǛǊǙ Ǌ  ǡ ∏ǘǂǽǞ ǌǾǒǴ 

≥ ȅ ǋǙ ≥ ȅ ǌǾǆǛȅ ǛǊǙ ǊǱǊǒ¡ 

  
ӡ ũ Ŭ Ũť È É ŧ ũ  ♂ ɂɔȿɄºɔ 

Ӣ ũ ŭ ŧŬ È É ŧ ũ   

  

ǡ ƻǞ Ǆǒ ǝǜǞǗƷǙ  Ǧ ăƾǼ ȅǊ

ǒ   ǡ ȞºȼȢǡ Ǜ ǡ ǝǜǞǗƷǙ  נּ ƿ≥

Ǌ ǐǡ ȅǱǛǴǙוֹ ǊǱǊǒ¡ 

ă ≠╢ 

È É 

Ŧ ǡ ƻǞ Ǆǒ ǡ  

ŧ ƾǼǡ  

Ũ ≥  

ũ ꞌ  

Ū ǡ₳  

נּ  

ӡ  ¥ŧū  

¥  √   ≠╢ 

Ӣ  ¥Ŧũ  

¥   ≠╢  ≠╢ 

È É 

 

È É 

 

 

 

 

 

♂ ɂɔȿɄºɔ           

 

 

 

 

 

 

 

֩ ֪

ׂׄ ׂׅ ׂ׆ ׇׂ ׂא ׂב ׂג

2 4 0 7 8 10 4 5 40

֩ ֪

╗Ḗ Ḿ Ḿ ╥

6 0 2 2 1 0 0 3 0 2 3 1

זּע ♂ ₲ Ḿ

0 0 3 1 0 3 3 2 3 1 4 40
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ǝǇ≥ È É 

ӡ Ô ǡ ȞºȼȢǡ ÕǞǗƷǙǡǇ≥  
È Ǟ ƾǝǂǙǵ ȓɜɒȍɜǷ♯ ǡ ǡ ǝ ǚȞºȼȢȅ ǄǼǿǾÉ 

 ̧ ǜǡǻƹǝ ȞºȼȢƿȓɜɒȍɜǚǚǀǾǻƹǞǝǾǡƾ¡ 

 ̧ ȰȡȨɔּט¤Źƍǚּךƿ ȂǾǡƾ¡ŹƍǢ ǡ ǓǄǚǢǝǂטּ ȅ ƻǙƷǂ

ǆǛǵǚǀǾ¡ŹƍǞּךȅ ǴǙƷǾǡƾ ǔ ǊǙǮǊƷ¡ 

 ̧ ǀ ǡȰȡȨɔּט¤ȓɜɒȍɜּטȅ ǴǙǮǊƷ¡ ǡ ǵǻǂǝǾǊ  ƷǙ

ƷǾ ǵ ǊǷǌǂǝǾǡǚǢǝƷƾ¡ 

 ̧ ȰȡȨɔּטǢ Ǔƿ ƿǗƷǙƷǄǝƷǡǚǢǝƷƾ¡ 

 ̧ ǌǬǙȰȡȨɔּטǌǾǛ  ƿ ǱǖǒǛǀ  ƿȩȏɜǊǒǛǀǝǜǞ ּךǵǚǀǝǂ

ǝǖǙǊǱƹǡǚǢ¡ 

 ̧ ȰȡȨɔּטǌǾǆǛǚȞºȼȢƿ ǌǾǛǢ ǼǝƷ¡ 

 ̧ ŹƍǞ ƿ ǛǝǾǡǢǝǏƾ¡ 

 ̧ ȞºȼȢǢ ǻǽ Ʒ ǚ ǙƵǽ ȅ ǊǙƷǂǬǀǚǢǝƷƾ¡ 

 ̧ ǡ ȞºȼȢǞǗƷǙ ƻǾǡǢ ǊƷ¡ 

Ӣ Ô ǡ ǡ ÕǞǗƷǙǡǇ≥  
È Ǣ ǛǊǙǡ ȅ ƻ  ¤ ǝǜǛǡ ȅǻǽ ǊǙטּ Ȟ
ºȼȢȅ ǌǾÉ 

 ̧ Ǜ È ÉǚȞºȼȢ ǌǾ ƻ ǢǻƷ¡ Ǜ ǡ ƿ Ǟ

ǝǾǛȂƾǽǷǌƷ¡ ȤɜȨº Ǣ ǡ Ǟ ƿ ǈƷǡǚ ȅ ǌǬǀ¡ 

 ̧ ȰȡȨɔּטǷ  ╓Ǟ ȅǒǂǈȆǗǂǖǙȞºȼȢ ǌǾǆǛǞǗƷǙȍɊºȡƿȂƾ

ǝƷ¡ 

 ̧ Ǣ ǊǙ ǌǾǮƹƿ ּךƾƵǖǒǛǀǞ ꞌǊǷǌƷ  ǡ ȅ Ǟ

ǋǼǿǾǝǜǡɊɓȬȱƿƵǾǡǚǢǝƷƾ¡ 

ӣ Ô ¤ ȞºȼȢ ÕǞǗƷǙǡǇ≥  
È ȞºȼȢ ȅ ǈǎ  ǛȞºȼȢ ƿ Ǌ╗ ǛǝǖǙ ǌǾÉ 

 ̧ ȞºȼȢ ƿ ƻǾǡǢǻƷƿ  Ǜǡ ƿ ƾǽǞǂǂǝǖǒǽ  ǡ ƿ

ǱǖǒǽǌǾǆǛǞǗǝƿǼǝƷƾ¡ 

 ̧ Ǟ ƾǝǂǙǵ ǝǜǚǚǀǾǻƹ ǝǜǡȞºȼȢȅ ǈǎǙǮǊƷ¡

ǵⱫ ǊǙǮǊƷ¡ 

 ̧ ╓ǡ ǝǛǆȀǞȞºȼȢ ƿ ƻǾǛǻƷ¡ Ƿɋȹȍɔ Ǣǜƹƾ¡Ǳǒ 

ǝ ǚȢɇɄǡ Ʒ ǝǜȅ ⱱǊǙǵǼƻǾǛǻƷ¡ 
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ǝǇ≥ È É 

Ӥ ǡ ǞǗƷǙǡǇ≥  

 ̧ ǛǊǙ ↨ ↨ ǝ ȅǗǂǾǬǀ¡ 

 ̧ ╢ƿ ǔǻǂ ǂǆǛƿǚǀǾ ǛǌǬǀ¡ 

 ̧ ȑȶɔȗºǵ Ǵǒ  ǞƽǄǾ ǫǡ ƿ ȂǾǻƹǞǊǙǮǊƷ¡ 

 ̧ ȹɓȋȾɓºǞǊǙǮǊƷ¡ 

 ̧ ȡȐɜȩºȾɓºǷ Ô ╗ ǽ ǈǝƷÕǛƷƹ ǚ ƻǙƷǂǬǀ¡ ǫǡɊȬȤº

ȡǞǵǝǾ¡ 

 ̧ ƿ Ʒ ǂǗȀǅǾǻƹǝȢɃºȢƿǮǊƷ¡ 

 ̧ ǡ ǡ ǝǆǛȅɊȬȤºȡǚ ǌǾ ǚƵǖǙǮǊƷ¡ 

 ̧ Ǟ ȜɜȼȴǷɕȢȱɒɜ  ǝǜȅ ǿǾǡǢǜƹƾ¡ 

 ̧ Ǣ  ǝ ǚƵǾ ǢǝƷ¡ 

 ̧ Ȱȟȍɜǻǽǵ  ƷǷǌǈ  ƿ ¡ 

 ̧ ǞǝǼǝƷ ƿǻƷƿ  ǡȠɜɅɔǷ ǽǞǝǾǵǡƿǻƷ¡ 

 ̧ ǆǿƾǼǵ ǊƷ ƿ ǙǂǾǡǚ  Ƿ ǡƵǾ ǛǊǙƽǂǮƹƿǻƷ¡ 

 ̧ ǡÔ Ǟ Ǟ ǈǿǾ Õǵ  ǢǮǛȆǜȓɜɒȍɜǚǚǀ

ǙǊǱƹǡǚǢǝƷƾ¡ 

 ̧ ǡ Ǣ  ȅ Ǚ ǊǙǮǊƷ¡ 

ӥ ǞǗƷǙǡǇ≥  

 ̧ Ǣ Ǟ ǀǝ ȅ ǎǙƷǾ¡┐ ǵ ǴǙ ƾǄǼǿǾ ȅ ƻǙƷǂǬ

ǀ¡ 

Ӧ ǡ∞ ǞǗƷǙǡǇ≥  

 ̧ Ǣ ǀǷǌƷ  ♯ƾǼ Ʒ ƿǻƷ¡ 

 ̧ ǡ∞ Ǣ  Ǟ Ǌǒ ƿǻƷ¡ 

 ̧ ǡ ǡ Ǣ  ǡ Ȇ ǞƵǽ  ǵ ¡ ǒǝ ȅ ǎǍǞ ǳ

ǵǻƷ¡ 

 ̧ ǡ∞ Ǣ ǚǢǝƷ¡ 

 ̧ ǡ∞ ǞǗƷǙ ȅ ǖǙƷǾ¡ 

ӧ ǡ Ǵ ǞǗƷǙǡǇ≥  

 ̧ ŹƍǝǜǡȦȾȱ Ǣ ǊǙ ǴǾǬǀ¡ 

 ̧ǻǽ ǂǡ ǡ≥ ȅ ǂǬǀǚǢǝƷƾ¡ 
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Ì ŧ Í 

  

ǡ ǞƽƷǙ  Ǟ ǘǂ

Ô ǫǡ ÕǛǊǙ Ǌ  ǡ ǡ∏ǘǂǽǞ ǌǾǒǴ 

≥ ȅ ǋǙ ≥ ȅ ǌǾǆǛȅ ǛǊǙ ǊǱǊǒ¡ 

  

ӡ ũ ŦŦ ŧū È É Ŧť ŦŦ Ūť  

♂ ɂɔȿɄºɔ 

Ӣ ũ ŦŦ ŧŬ È É ŧ Ũ Ūť  

ɝȌºȨɄºɔ 

  

ǆǿǱǚǡ ȅǛǽǱǛǴǒÔ È ∏ÉÕǞ

ǗƷǙ ǻǽ Ǌǒ   ∏ǡ   Ǟ   ∞   ǞǗƷǙ 

נּ ƾǼ Ƿ≥ ȅƷǒǓǀ  Ƿ ăǵ ƻǙ≥ ȅ ƷǱǊǒ¡ 

ă ≠╢ 

È É 

Ŧ  

ŧ ǡ ∏ǡ  

Ũ≥  

ũ  

נּ  

ӡ  ¥ŧŨ  

¥   ≠╢  ≠╢ 

Ӣ  ¥ŧŬ  

¥  √   ≠╢ 

È É 

 

È É 

 

 

 

 

 

 

♂ ɂɔȿɄºɔ        ɝȌºȨɄºɔ 

 

 

  

֩ ֪

ׂ׃ ׂׄ ׂׅ ׂ׆ ׇׂ ׂא ׂב ׂג

3 2 2 8 3 5 7 4 16 50

֩ ֪

╗Ḗ Ḿ Ḿ ╥

4 2 3 0 1 0 0 1 1 2 4 1

זּע ♂ ₲ Ḿ

0 0 0 4 4 4 0 1 1 1 16 50
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ǝǇ≥ È É 

ӡ ¤ ǞǗƷǙǡǇ≥  

 ̧ Ŧŧť+ⱦǵƾǄǙ ƻǢ ǝǡƾ¡ 

 ̧ ȓɜɒȍɜּטǢ ǱǊƷƿ  ǡ ¤טּ Ǣטּ ǱǊǂǝƷ¡ 

 ̧ ǡ Ǟ ꞌǌǾǒǴǞǢ  ╢ǡ╔ Ǜ ǡ ƿ ǚƵǾ¡ 

 ̧ Ǣ Ʒǡ ǚǵƵǾ¡ 

 ̧ ╢ ǢƵǖǒǮƹƿǻƷ¡ 

 ̧ Ǣ ǵǖǛ Ǟ ƷǛǆȀǞƵǖǒǮƹƿǻƷ¡ 

 ̧ ǡ ȍɊºȡǢǜǡǻƹǝǵǡƾ¡ 

 ̧ סּ ȑȶɔȗºǫǡ ȅ ƻǙƷǾƾ¡ 

 ̧ ǚǡŹƍƿ ȆǚƷǝƷ¡ ǡ⅛ƷǞǗƷǙǢǜƹ ǊǙƷǾƾ¡ 

Ӣ ǡ ǞǗƷǙǡǇ≥  

 ̧ ǡŦ Ũ,ťťťԜǻǽ ǂǌǾ ƿƵǾǡƾ¡ 

 ̧ Źƍ ƿ Ǵǣ Ǣ⅓ ǚǀǾǡǚǢǝƷƾ¡ 

 ̧ Ƿ ╢ ǵ ǾǡǚǢǝƷƾ¡ 

 ̧ ŦǗǡ Ǟǌǿǣ ǝ Ʒ ƿǚǀǾǡǚǢǝƷƾ¡ 

ӣ ǡ∞ ǞǗƷǙǡǇ≥  

 ̧ Ô ÕǢ ǡ ȅ ǖǙƷǾ¡ 

 ̧ ǝ ǡ ǚ Ǣ ǚǀǾǡǚǢǝƷƾ¡ 

 ̧ Ô ÕǢ ǡ ƿℓƷǡǚ ǡȹȢȅ ǌǝǜ ǊǷǌƷǷǽ ȅ ƻǾǬǀ¡ 

 ̧ ǡ ǡ Ǣ Ʒǡǚ  ƿ ǚǢǝƷƾ¡ 

Ӥ ǡ ¤ ¤ȢȚȡɎºɔ ǞǗƷǙǡǇ≥  

 ̧ ǞǗƷǙ PFIǞǢ ǞǝǾǬǀǚƵǾ¡ 

 ̧ ȅ ƻǾǬǀǚƵǾ¡ 

 ̧ ךǢּלּ ǙǞǌǾƾƿ ǱǼǝƷǡǞ ǝǏ ǚǀǒǡƾ¡ 

 ̧ ƻǢ ȅƾǄǍǞ ǴǾǬǀ¡ 

ӥ ǐǡ ǡǇ≥  

 ̧ ǡ ǞǗƷǙ Ǣ Ʒ Ǟ ǎǾǬǀǚƵǾ¡ 
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ȺȿɓȬȘȜɊɜȱǡ  

  È ∏É 

  
ȅ  ≥ ȅ ☿ǊǙ ǌǾǒǴǞ  ∏ǡ ǚ

ǂ Ǟ ǊǙ≥ ȅ ǌǾǵǡ¡ 

≥  

 
2022È ũÉ 11 14 È É 2022È ũÉ 12 15 È É 

ǡ  

¤ A 3 È É  1   1 ɖ

ȼº    ȤɜȨº♯   ɟ ♯  ♂ Ǟ

ȅ ǊǒⱣ  

¤ ɄºɉɃºȡȅ ǊǒⱣ  

 וֹ

58 ƾǼ 111 È ǳÉǡ≥  

ă Ǣ ƽ╗ ǡ ƾǼ ǡǇ≥ ȅƷǒǓƷǒ ǞǢ Ǌ  ǡ ƾ

Ǽ ǡ≥ ƿƵǖǒ ǢǱǛǴǒƹƻǚ ȔȏɜȱǊǙƷǱǌ¡ 
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∞¤ ǡ  

 
Ì Í 

ǌǾ ǝ  

ù

 3

 

Ì È 2019É

ƾǼǡ Ǡ 10 

Í 

 ̧ Ǟ ǅǾ ÔǲȆǝƿ  ƷǡǔǞǁȂƹǱǔ Õǡ Ǟ

ǄǙ ӡ ǫǡ ꞌ Ӣ ¤ ╔Ǚ ƿ ǎǞ ǼǎǾǱǔ

ǡ ǘǂǽ ӣ ¤ ╓Ǜ Ǜǡ ǒǝ ǡǊǂǲǘǂǽǡŨǗǡ

Ǜ ǐǿǼǡ Ǟ Ǆǒ 18ǡ יִ ǝ ȅ Ǌ  ǲȅ ǴǾ

ǆǛǛǊǙƷǱǌ¡ 

 ̧ Ǟ ǌǾ Ǣ∙ּזǡǛƽǽǚǌ¡ 

 ¤ ǡ Ǚ ƻǞǗƷǙ  ǡ Ǟ ǖǒ ȅ ǴǱǌ¡È E1-

1É 

 ¤ ǝ ǡ ǞǗƷǙǢ  ÈZEBÉȅ ǊǙƷǀǱ

ǌ¡È F1- 2É 

¤ ǞǗƷǙǢ  ¤ ȅ Ǌ  ¤

ȅ ƻǒ ȅ ǊǙƷǀǱǌ¡È ȅ ǌǾǒǴǡ 2É 

2 Ǳǔ¤

ǥǛ¤ǊǇǛ

 

Ì 2È2020É

ūÈ2024É

Í 

 ̧ÔǱǔ¤ǥǛ¤ǊǇǛ Õǡ Ǟ ǘǀ ǈǿǒǵǡǚ Ô

Ũ Õǡ ǛǊǙ∞ ǄǼǿǙƷǱǌ¡ũǗǡ

ǛŧǗǡִי ǝ  ǐǿǼȅ ǌǾǒǴǡ Ƿ KPI ǝǜƿ ǈǿ

ǙƷǱǌ¡ 

 ̧ ũÔǥǛǽǚǵ↨ ǊǙ ǎǞ ǼǊ ǄǼǿǾǱǔȅǗǂǾÕǚǢÔ

ȅ Ǳƻǒ ǡ ÕÈP53ÉǷÔ IT ǡטּ ÕÈP57É

ǝǜƿ ǈǿǙƷǱǌ¡ 

סּ ǝ

◖☺ǡǒǴǡ

ǲÈ 2 5

É 

Ì 3È2021É

3 Í 

 ̧ӵ ǀǡ  Ӷ ǡטּ È ¤ ¤ É ӷ ╢ǡ≥ ¤ ǀ

ǡ ǡŨǗǡ ǚ Ǟ ǳǵǡǚǌ¡  

 ̧ӵ ǀǡ ǡ ǲǡ ǛǊǙ ∙ּזǡ ƿ ǅǼǿǙƷǱǌÈPŭÉ¡ 

¤ ɕȍȋȏȱ    ǡ Ǌ¤ ǞǻǽÔƽ ǒǎǊǝƷÕÔ

ǡ ƿ ǝƷÕ ȞºȼȢȅ ǌ 

¤ ICT ǡ Ǟǻǽ Ô ǝǂǙǻƷÕÔ ȅ ƾǝǂǙǻƷÕÔ Ƿ

ȅ ǖǙǆǝǂǙǻƷÕ ȅ ǌ  ǝǜ 

 

Ì 2È2020É

6 25 Í 

 ̧Ŧ£Ô Õƿ ǖǙƷǾ ȅ ╢Ǜ Ǌ 2050 ǱǚǞ טּ

ȥɖȅ ǊǱǌ¡ 

 ̧ŧ£ ǡ ȅ ǽ  Ʒ ǙɀɒȢȪȬȘǡ ȅ ǊǱǌ¡ 

 ̧Ũ£ ǡ ǈȅ Ǌ ǐǡ ǛǝǾ Ǜǲǜǽǡ ȅ Ǟ

ǊǱǌ¡ 
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Ì Í 

ǌǾ ǝ  

דּ טּ

Ø Ù

Ǌ  

Ì 30È2018É

34È2022É

Í 

 ̧ ȕȢוֹ ǡ ǝ ǛǊǙ Ô 34 ǱǚǞּד ȕȢוֹ

ȅ 22 ǡ ƾǼ 10ð Õ  וֹ ǛǊǙÔ 34 ǱǚǞ

ȅ 28 ǡ ƾǼ 6ð Õƿ ǅǼǿǙƷǱǌ¡ÈP10É 

 ̧ Ǟ Ǆǒ ǲǛǊǙ  Ǟ ǾǵǡǛǊǙǢ  ǡ

 טּ ǡ  טּ ǡ ǐǡ טּ ǡ ȑȶּטǡ  

ǡ   סּ ¤ ȑȶɔȗºǡ  ǝǜǡ

ǡ ƿ ǅǼǿǙƷǱǌ¡ÈP14É 

ǞƽǄǾ

 

Ì ŨÈ2021É

Ũ Ŧ Í 

 ̧Ô ǡ Ǟ ǒǖǙǢ  ǡ ȅ ǱƻǙ Ǟ

ȅ Ǌ ǡ  טּ ȅǢƾǾÕǆǛƿטּ ǛǊǙ ǴǼǿǙƷ

Ǳǌ¡ÈP2É 

ÈŷŸƅÉÈ

ÉØ Ù 

Ì È2019É

11 Í 

 ̧ ꞌǡ ǛǊǙ  ǡ ƿ ǈǿǙƷǱǌ¡ 

Ŷ ŧ ǡ Ǟ ǌǾ¡ ǞꞌǋǙ    Ǧ

╢ǚ ǌǾ ȅ  Ǟ  ╢ƿ ǡ

ȅ ƹ ȅŨťŦ¤Ũťŧ Ǟ ǌǾ¡ÈP7É 

 ̧Ǳǒ  Ǟ ǡ ȅ ǴǾǆǛǛǝǖǙƷǱǌ¡  

╓

 

Ì 28È2016É

ŭ Í 

 ̧ Ǣ Ô Ǟ ƷǱǔ¤ ÕºÔ Ǟ Ʒ ǡ Õ

Ô Ǟ Ʒ ǡ╔ ÕÔ ǡ ÕÔ ǡ↨ ¡ÕǛǝǖǙƷǱǌטּ

È 1 -ŦÉ 

 ̧Ô ꞌǡ ÕǚǢ  ǡ ǡ È 2 - 13É  ǡ

È ŧ - 26ÉǞǗƷǙ ǈǿǙƷǱǌ¡ 

Ǣ  ŧ Ǟ ǌǾ¡ǒǓǊ  ƿ

Ǌ Ʒ ǞƵǾǛ Ǌǒ ǞǗƷǙǢ    Ǣ

ȤɜȨºǞ ǌǾ¡ 

 ̧Ô↨ ǝ ǘǂǽǡ Ǟ ǄǙÕǚǢ Ô ǡ ȅ ƹ ǡ 

ǡ ȅ ǌǾÕÈטּ 2 - 75ÉǆǛ Ô Ƿ ǡ Ǟ ǌǾ

♪ טּ ȅ ǌǾÕÈ 2 - 85ÉǆǛƿ ǈǿǙƷǱǌ¡ 
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Ì Í 

ǌǾ ǝ  

 

Ì 27È2015É

 

36È2024É        

È 30È2018É

ǊÉÍ 

 

 ̧ Ǣ  ǡǛƽǽǚǌ¡ÈP10É 

ǡ ȅ Ǟ Ǌ  ǡ↨ Ǜ ȅ ǊǱǌ¡ ǐ

ǡǒǴǞ ǡŨǗȅ ǊǱǌ¡    

ø ǡ Ǧ ȅ Ǌ  ȅ  ¡ǊǱǌטּ

ø ǡ Ǣ  ǫǡ ȅ ǁ  ȅ   ¡ǊǱǌטּ

ø ǡ Ǣ  טּ ƿ ǼƾǞǝǖǙƾǼǚǢǝǂÈ É  

ƵǼƾǋǴ ǞǗƷǙטּ ȅǊǙ ǊǱǌÈ É¡ 

 ̧ ǡ ǡטּ ǛǊǙ Ô Ũť ȅ ↨Ǟ ȅ Ǌ 

ȅטּ ǽǱǌ¡ ƾǼ ǠŨť ǊǙ ǌǾ ǚǢ 

ǡ Ǜ ǴǼǿǾ   ǞǗƷǙ  ǝ Ǟ ȂǎǱǌ¡ÕǛ

ǈǿǙƷǱǌ¡ÈP13É 

ǡ

Ǌ Ǜ

ɀɖșɒɉ 

Ì 26È2014É

 

35È2023É                 

È ŨÈ2021É

2 ÉÍ 

 ̧ ǛǊǙ ӡ ǡ ǝǜǡ  Ӣ ǡ ǞƾƾǾ ȅ

Ǟ ǽǊǝƷ ◖☺ǡ  ȅ ǳ ǝ ǡ Ǌ ƿ

ǅǼǿǙƷǱǌ¡È P14 15É 

 ̧ ǡ ǞǗƷǙǢ  ǡǛƽǽ ǈǿǙƷǱǌ¡ 

ǡ A ¤B Ǣ  6 ǚǵ ǡ ƿ ǝƷ ȅ ǊǙƷ

ǾǆǛƾǼ  Ǌǒטּ ¤  ǡ ȅ ƷǱǌ¡Ǳǒ  Ǜ

ǊǙ ǱǊƷ ȅ ǖǒ ȅ ǌǾ ƿƵǾǆǛǷ  ¤טּ Ƶ

Ʒּט ǡ Ǟ ꞌǌǾǒǴ  ǡ ȅ ƻǾ 11 (2029 ) Ǳ

ǚǞ ȅ Ǚ ƻǱǌ¡È P15É 

 ̧Ǳǒ  ǡ Ǚ ƻǡ ǞƵȂǎǙ  ȤɜȨºǡטּ Ƿ

ȤɜȨº  ȤɜȨºǡ   ǡ ȅטּ ǌǾǆǛǛǝ

ǖǙƷǱǌ¡È PŨÉ 

 ̧ǝƽ  ǞǗƷǙǢ  ǡ ȞºȼȢǡƵǽ Ƿ Ǟ ǴǼǿǾ  

ǡ ȅטּ Ǳƻ  ǝ ǡ ȅ  Ƿ ǡ ǡ ǛƵȂǎǙ

Ǟ ǌǾǆǛǛǝǖǙƷǱǌ¡È PŨÉ 
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ùƵ                                           

ƇƅŶÈȋºɔ¤Ƚº¤ȑºÉ 

Robotic Process Automation の略で、人が行う定型的なパソコン操作をソフトウェアのロボットが代

替して自動化するもの。 

žŸƉÈȋȍ¤Ƞº¤ȯȌºÉ 

Information and Communication Technology の略で、情報通信技術。情報処理や情報通信（コンピ

ューターやネットワーク）に関連する分野における技術・産業・設備・サービスなどの総称。 

ŶžÈȑº ȋȍÉ 

Artificial Intelligence の略で、人工知能のこと。 

ŶŹ Èȑº¤ȰȌºȗɐȏɉÉ 

アドバイザリー業務のことで、ＤＢやＰＦＩ導入時における、要求水準書、審査基準、契約条件、契

約書案の作成や審査委員会の支援など、事業者選定に係る実務を支援する業務。 

ƈŹżƨÈȑȢ¤ȰȌ¤ȡºȣÉ 

Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略で、2015 年 9 月の国連サミットで採択

された、2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。 

 

ùƾ                                           

ȔºɅɜȴɎºȱɒɔ 

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、森林などによる「吸収量」を差し引い

て、合計の排出量を実質的にゼロにすること。 

 

建築物が環境に対して良い方向に働く性質や能力を持っていること。 

ŸŶƈŷźźÈȖɌȢȼºÉ 

建築環境総合性能評価システム。建築物の環境性能で評価し格付けする手法。省エネルギーや環境負

荷の少ない資機材の使用といった環境配慮はもとより、室内の快適性や景観への配慮なども含めた建

物の品質を総合的に評価するシステムである。 

 

ùǈ                                           

סּ ȑȶɔȗº 

太陽光、風力、その他非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永続的に利用することができ

ると認められるもの。 
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ŸƂ ÈȠº¤ȑɉȗɐȏɉÉ 

発注者の立場に立ったコンストラクション・マネジャー（CMr ）が、プロジェクトの目標や、要求の

達成を目指して、プロジェクトを主体的に進めていく建築生産方式で、各プロジェクトの特性に合わ

せて、設計・施工分離方式や DB 方式等、最適な発注方式が選定される。 

 

耐震構造に加えて組み込んだ制振装置が地震エネルギーを吸収し、建物の揺れを抑える構造のこと。 

ȤºȾȯȌȶȬȱ 

「安全網」のことで、危険等の発生に備えて、被害の回避や最小限化を図り、安全・安心を提供する

ためにあらかじめ用意する仕組のこと。 

ƏźŷÈȥȿÉ 

Net Zero Energy Building （ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略（ZEB「ゼブ」）で、快適な室内

環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物

のこと。 

Əźŷ ƇƚƖƙƮÈȥȿɕȰȌÉ 

ZEB を見据えた先進建築物として、外皮の高断熱化及び高効率な省エネルギー設備を備えた建築物

（再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から 50%以上の一次エネルギー消費量削

減に適合した建築物）。 

 

ùǒ                                           

 

柱や梁など建物の構造自体の強度を高めることで地震の揺れに耐える構造のこと。 

 

建築物が地震の揺れに耐える能力のこと。 

 

地球温暖化の原因となる温室効果ガスの実質的な排出量ゼロを実現する社会のことで、これまで依存

してきた化石燃料からの脱却を目指すもの。 

ŹƍÈȰȌºȑȬȘȢ ȰȡȨɔȱɒɜȢȾȒºɊºȠɐɜÉ 

Digital Transformation の略で、情報通信技術（ICT ）を浸透させることで、人々の生活をより良い

方向に変容させるという概念。 

Źŷ ÈȰȌºȼºɄȏȠȖÉ 

設計（Design）、建設（Build ）を一括発注する方式。 
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ȰȡȨɔȞȍȶºȡ 

表示と通信にデジタル技術を活用して平面ディスプレイやプロジェクタなどによって映像や文字を表

示する装置。 

ȯɕɘºȘ 

情報通信技術（ICT ）を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方のこと。 

 

ùǢ                                           

ȹɓȋȾɓº 

障害のある人が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去するという意味で、段差等

の物理的障壁の除去をいうことが多いが、より広く障害者の社会参加を困難にしている社会的、制度

的、心理的なすべての障壁の除去という意味でも用いられる。 

ȹɓȋȾɓºȱȍɕ 

高齢者や障害者等の利用に適正な配慮が必要なトイレの総称で、車椅子使用者、発達障害など同伴が

必要な人、乳幼児連れの人、オストメイト（人工肛門等使用者）に使われるトイレのこと。 

ƅŻž ÈȽº¤ȑȾ¤ȋȍɄȏȠȖÉ 

PFI 法に基づき、設計、施工、管理運営を性能発注により一括発注する方式。 

ȽȘȱșɒɉ 

情報や注意を示すために表示される案内記号で、 文字の代わりに視覚的な図記号で表現すること

で、言葉の違いや年齢等による制約を受けずに情報の伝達を行うことが可能になる。 

 

ùǱ                                           

 

建物と基礎との間に地震の揺れを受け流す部材を設置し、地盤と切り離すごとで、地震による建物の

揺れを直接伝えないようにする構造のこと。 

 טּ

建築物の新築、増築、改築又は模様替に 当たり、天井、床、壁、窓枠等の室内に面する部分及び外

壁等の屋外に面する部分に木材を利用すること。 

 

ùǷ                                           

ɏȴȹºȞɔȰȟȍɜ 

バリアフリーが障害によりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であるのに対し、ユニ

バーサルデザインはあらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用し

やすいよう都市や生活環境をデザインする考え方。 
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╓ 

住居、商業、工業など市街地の大枠としての土地利用を定めるもので、13 種類ある。用途地域が指

定されると、それぞれの目的に応じて、建てられる建物の種類が決まる。 

 

ùǼ                                           

ɒȍȾȞȍȘɔȜȢȱ 

建物のライフサイクルに要する総費用で、建設費だけではなく、日常の保守、修繕費用、何年かごと

の大規模な改修費用等建物を維持するための費用を含む。コンピューターやネットワーク）に関連す

る分野における技術・産業・設備・サービスなどの総称。 

ɒȍȾɒȍɜ 

生活や生命を維持するために必要不可欠な設備・機能。 

ɓɋºȱ  

離れた場所にいる人同士がインターネット等を利用して行う会議のこと。 

 


